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ごあいさつ
平素は、香川県信用保証協会に格別のご支援、ご協力を賜り、心よりお礼申し上げます。
この度、ディスクロージャー誌「香川県信用保証協会 REPORT2017」を作成いたしまし

た。本誌を通じて、当協会の経営ビジョンや経営計画、事業実績等についてご理解を深めてい
ただければ幸いと存じます。

さて、県内景気は、全体としては改善傾向にあるものの、中小企業・小規模事業者について
は、業種や規模によっては景況感にばらつきが見られ、また、条件変更先が高止まりしている
など、多くの事業者が厳しい経営環境に直面していることが窺えます。

このような状況の中、当協会は平成29年度経営計画に沿って個々の企業ニーズに応じた
支援に全力で取り組んでいるところです。

その一方で、長期にわたる低金利により保証環境は大変厳しいものがあります。折しも、昨
年12月には、国の審議会において、中小企業・小規模事業者を支えるための信用保証制度の
必要性が改めて明確にされるとともに、同制度が今後担うべき役割が示されました。これを
受けて、去る 6月の国会で、信用保証協会が中小企業・小規模事業者の資金需要に一層きめ細
かく対応するとともに経営支援を強化していくこと、そのために信用保証協会と金融機関と
が緊密に連携する旨を規定した関係法令の改正が行われました。

当協会としても、こうした中小企業金融政策の方向に沿って、「中小企業・小規模事業者の
ために、金融機関とともに」を基本に、さらに中小企業・小規模事業者の資金調達の円滑化と
経営支援に努めてまいります。

今後とも、役割の重さに常に思いを致しながら、健全な業務運営と効率化に努め、「信頼さ
れ、顔が見える、存在感のある協会」を目指して、当協会の役職員一丸となって取り組んでま
いります。ご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

	
香川県信用保証協会

　会長	 高木		孝征
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プロフィール　　　　　　　　　　　　　　　平成29年3月31日現在

名　　　称 香川県信用保証協会
設立年月日 1949年（昭和24年）9月21日
業務開始年月日 1949年（昭和24年）10月1日
根 拠 法 律 信用保証協会法（昭和28年8月10日法律第196号）
関 係 法 律 中小企業信用保険法（昭和25年12月14日法律第264号）
基 本 財 産 141億円
保証先企業数 7,399企業
保証債務残高 件数：13,226件

 金額：85,048百万円
事　業　所 香川県高松市福岡町二丁目2－2－101（香川県産業会館内）
役 職 員 数 56名

目的・役割

『中小企業者・小規模事業者のために、金融機関とともに』
当協会は中小企業者のために信用保証の業務を行い、中小企業者に対する金融の円滑化を図るこ

とを目的としています。中小企業者の方々が金融機関から事業資金の融資を受ける際に、信用補完
制度の仕組みのなかで「公的保証人」となって、資金調達を容易にし、金融の円滑化を通じて中小企
業者を支援する役割を担っています。

シンボルマーク

香川県の県花・県木「オリーブ」のさわやかな“若葉”と
“実”をモチーフとし、企業の成長・繁栄を願うとともに、
協会の活性化を図ろうとするものです。

イメージカラーは「ギャランティーグリーン」と名付け、
オリーブの緑、田園都市香川、そして新しくリフレッシュ
した活き活きとした香川県信用保証協会をイメージして
います。

また、中小企業者、金融機関、協会の三者の信頼関係を育
み、地域社会の活力ある発展を表しています。デザインは信用保証が「Credit Guarantee」である
ことから、香川県信用保証協会の愛称を「KAGAWA GUARANTEE」とし、その頭文字「K」を全体
で表し「G」を“実”で表現し「川」を斜めに配して香川のイメージを強調し未来に向け飛躍する協会
を表現しています。 

1994年（平成6年）10月3日制定
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経営理念
私たちは、中小企業の良きパートナーとして、「信用保証」により経営の安定と強化を支援し、中

小企業の振興と発展に貢献します。このため、健全な業務運営と経営の効率化に努め、「信頼され、
顔が見える、存在感のある協会」を目指します。

行動指針
① 公正、誠実、親身な対応により、サービスの向上に努めます。
② 仕事に創意工夫を凝らし、業務内容の充実に努めます。
③ からだも心も健康で、明るくやりがいのある職場を目指します。

沿革
昭和24年 9月 財団法人香川県信用保証協会設立認可

 同月 財団法人香川県信用保証協会設立登記
 10月 高松市六番町31番地にて業務開始

昭和25年 4月 高松市五番町4番地の 1へ事務所移転
昭和28年 8月 信用保証協会法公布・施行
昭和29年 10月 信用保証協会法に基づき組織変更認可

 同月 香川県信用保証協会として組織変更登記
昭和42年 11月 香川県中小企業センターへ事務所移転

  　（高松市丸の内2番地の 3）
昭和61年 4月 香川県産業会館（現事務所）へ事務所移転

  　（高松市福岡町2丁目2－2）
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第4次中期事業計画（平成27年度～平成29年度）

■	業務運営方針

地域経済や中小企業・小規模事業者の活性化に地域金融機関とともに貢献していくため、公的機関
及び金融にかかわる機関としての透明性、公平性の確保や健全な業務運営と経営の効率化に努める
とともに、次の事項を主要項目として取り組みます。

１．保証の推進

（1） 保証利用向্のऔΓ組み推進
個々の企業の経営状況を踏まえた適時適切な判断を行うとともに、保証完済先の再利用の

促進及び新規保証利用企業の確保に努めます。また、保証債務残高の減少に歯止めをかける
べく、役職員が一体となって目標実現を図ります。

（2） ࡦ保証の推進
金融と経営支援の一体的取り組みを推進する中小企業支援施策に沿って、創業支援・経営支

援関係の政策保証に積極的に取り組みます。

（3） Ҭ金融機関との࿈ܞ強化
様々な機会を活用して、顔の見える関係の構築に努めるとともに、顧客企業の情報共有化を

図りつつ、適切かつ迅速な審査に努めます。

２．経営支援の強化

（1） 経営վળɺ事業࠶ੜ業の支援
地域金融機関との連携・協働を積極的に行うとともに、かがわ産業支援財団をはじめとした

中小企業支援機関との連携を強化して、経営改善や創業における支援に一体的に取り組みま
す。また、公的スキームによる抜本的事業再生支援に寄与します。

（2） 「香川県中小企業支援ネットワーク推進会議」との協ಇ
情報発信を通じて、地域経済活性化に向けた意識、気運の一層の醸成に努めるとともに起

業・創業分野への展開を図ります。

3．回収の促進

（1） ճ収の࠷大化ɺޮ 化
新規代位弁済案件について早期に回収計画を立て回収に着手するとともに、担当を担保の

有無ごとに分け専任化を進めます。回収資源に見合う回収方針を立て、法的手続きの積極的
活用等、求償権の現状に応じた効率的な管理を行い、回収の最大化を図ります。

（2） ެ的εΩーϜにΑる事業࠶ੜ支援のد༩（ܝ࠶）
回収最大化につなげるものとして、再生支援協議会など公的スキームによる事業再生案件

（透明性の確保や経営責任の明確化など一定の要件を具備したもの）へ協力します。
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4．経営管理態勢（ガバナンス）の充実

（1） 経営のಁ໌ੑのҰの向্
理事会、役員部長会議等重要会議の活性化と意思決定プロセスの透明性の向上に一層努め

ます。

（2） 査機の強化
内部監査体制の強化に努めます。

（3） ίϯϓϥΠΞϯεのॆ ・࣮強化
顧客情報保護等コンプライアンスの一層の充実に努めるとともに、反社会的勢力との関係

遮断に向けた取り組みを推進します。

機ཧのॆة （4） ・࣮強化
事業継続計画の実効性確保を図るための取り組みを推進します。

5．業務・組織の見直しと人材育成

（1） 事業環境の変化৬һ数のݮগに対Ԡ͠た業務ɺ組৫のݟ͠
次期電算システムの導入準備を進めるとともに、新システムへの対応や職員数の減少を踏

まえて、企業担当制の見直しや組織のスリム化などを進めます。

（2） 個ʑの৬һのྗ։ൃɺ資࣭の向্のたΊのݚमのॆ࣮
OJT など職場内研修の充実を図ります。
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平成29年度経営計画

■	業務環境

県内景気は全体としては改善傾向にありますが、中小企業 ･ 小規模事業者については業種、事業
者の規模によっては景況感にばらつきが見られるなど予断を許さない状況が続いています。また、
地域金融機関を中心とした積極的な資金繰り支援などによって企業倒産は落ち着いた水準で推移し
ていますが、一方で条件変更先が高止まりしているなど、多くの中小企業・小規模事業者が厳しい経
営環境に直面していることが窺えます。

■	業務運営方針

保証量の減少が続くなど当協会を取り巻く環境は大変厳しいものがありますが、引き続き「中小
企業・小規模事業者のために、金融機関とともに」を基本として、当地域の金融環境や信用補完制度
の見直しなど中小企業金融政策の方向を踏まえながら各般の取り組みを進めていきます。

ᶃ保証推進
将来にわたり中小企業金融の中で十分に役割を担うためには、不断に保証推進に取り組まなけ

ればなりません。こうした認識に立って、金融機関とさらに協調・連携し歩調を合わせて、個々の
企業の実態に即した保証の推進に努めます。

ᶄ経営支援
金融機関や中小企業再生支援協議会をはじめとした支援機関と連携して返済緩和先の経営支

援に努めるとともに、「信用保証協会中小企業・小規模事業者経営支援強化促進補助金」の活用
などにより、創業、経営改善、事業再生支援の強化を図ります。

ᶅճ収の促進
厳しい回収環境や人員面の制約を踏まえて、回収の効率化に努めます。

ᶆ経営ཧ
業務の公共性を十分に認識した適切な業務運営に努めます。このため、ガバナンスを働かせて

コンプライアンスの徹底と危機管理体制の強化を図ります。

■	業務数値目標

平成29年度の保証承諾・保証債務残高・代位弁済・回収の数値計画は、以下の通りです。

金額（୯Ґɿඦສԁ）

保証ঝ 27000

保証࠴務ߴ 76220

Ґหࡁ 1600

ճ収 500
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事業概況

保証承諾は、低金利下にあって償還された保証債務の再利用が低調に推移したこと等により、
276.2億（対前年度比75.5％）となり、前年度実績及び計画額をそれぞれ下回りました。

保証債務残高は、850.5億円（対前年度比85.5％）となり、前年度実績及び計画額をそれぞれ下
回りました。

代位弁済は、県内の企業倒産が沈静化の傾向にあったことを反映して、12.3億円（対前年度比
85.5％）と低い水準で推移しました。

実際回収は、無担保及び第三者保証人がいない代位弁済案件増加による回収環境の悪化する中、
効率的な回収に努めた結果、5.9億円（対前年度比111.8％）となりました。

平成28年度事業概況　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円、％）

金ɹɹ額 対前年度ൺ

保証ঝ 276�2 75�2

ߴ務࠴保証ظ 850�5 85�5

保証࠴務平ߴۉ 909�9 88�6

Ґหࡁ（ݩ利計） 12�3 89�2

˞ճ収額ࡍ࣮ 5�9 111�8

基本財産 141�7 100�1

※回収額は、元本及び損害金の合計金額です。
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■	年度別事業概況及び「年度経営計画」計画数値

『年度経営計画』計画数値の考え方
○保証承諾

・新規保証利用企業の確保や金融機関との連携強化などの取り組みの推進により、
27,000百万円を見込みます。

○保証債務残高
・保証承諾の維持に努めるものの、償還額が保証承諾額を上回ると考えられることから、

76,220百万円を見込みます。
○代位弁済

・返済緩和企業の中には、依然として経営状況が厳しい企業が多数見られることから、代
位弁済は増加傾向に転じ 1,600百万円を見込みます。

『実績』
平成28年度は容易に保証推進が図れる状況になく、保証承諾・保証債務残高は大幅に減少
しました。
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■	貸借対照表（平成29年3月31日現在）

（単位：千円）

借ɹɹ方 貸ɹɹ方

Պɹɹ目 金ɹɹ額 Պɹɹ目 金ɹɹ額

現金 ��� 基本財産（ˎ̑） 1�1��772

༬け金（ˎ１） �7������ ɹ基金 �2�22��

༗価証 （݊ˎ̎） 1�7��02� ɹ基金準備金 7����7�

ͦのଞ༗価証݊ 107��� 制度վֵ促進基金 2�1077

動産・ෆ動産 2072�1� 収支差額変動準備金（ˎ̒） ��2���7

保証࠴務ݟฦ ��0�7�72� 準備金 �12���

（３ˎ）ݖঈٻ 2��20� ঈ٫準備金ݖঈٻ �0���

ఆצࡶ ��0�10� ୀ৬څ༩Ҿ金 �1�7��

ɹະ収利ଉ �0�0�� ଛࣦ補ঈ金 0�

ɹະ経ա保険料（ˎ４） 21��21� 保証࠴務 ��0�7�72

ɹͦのଞ �1��� 補てΜ金ݖঈٻ 0

ఆצࡶ 1�7�7�1

ɹԾड金 ���1

ɹ保険ೲ金 101���

ɹଛࣦ補ঈೲ金 ��1�

ɹະ経ա保証料（ˎ̓） 17��77�

ɹະ保険料 ���

ɹະඅ用 2����

߹ɹɹ計 10��2���� ߹ɹɹ計 10��2�����

（ˎ１） 預け金は代位弁済等の資金繰り資金、感謝状贈呈店舗預託、新規保証先キャンペーン預託、事務協
力預託、制度改革促進基金として定期預金を主力に預けています。

（ˎ２） 有価証券は地方債や社債を中心に運用しています。そのうち株式は保証協会サービサーへの出資
株式になります。

（ˎ３） 経理上の求償権は、代位弁済した金額から、回収額、日本政策金融公庫からの保険金受領額、自己償
却額を控除した額です。

（ˎ４） 当年度中に日本政策金融公庫に支払った保険料のうち、翌事業年度にかかる部分を計上していま
す。

（ˎ５） 基本財産とは、株式会社の資本金に相当するものです。基本財産の構成は、基金と基金準備金で構
成されています。基金は、地方公共団体からの拠出である出えん金と金融機関等負担金で構成され
ています。また、基金準備金は、毎事業年度の決算における収支差額のうち、基金準備金として繰り
入れた累計で、信用保証協会の自己造成資金です。

（ˎ６） 収支差額に欠損が生じた場合や急激な保証の増大により基本財産の増強が必要となった場合には、
これを取り崩して、協会経営が不安定になることを防ぐことができます。

（ˎ７） 受入保証料のうち当該決算期間の未経過分（翌年度以降にかかる保証料）を計上しています。
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■	収支計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

（単位：千円）

Պɹɹ目 金ɹɹ額

経ৗ収ೖ 1���27�

ɹ保証料（ˎ１） �0�0�2

ɹ༬け金利ଉ ���

ɹ༗価証݊利ଉ金 2�����

ɹԆ保証料 1�1

ɹଛ金 172��

ɹ事務補助金 22�7�

ɹڞ༗ෛ୲金（ˎ̎） 11��7�

ɹࡶ収ೖ 222��

経ৗ支ग़ 1��72�0

ɹ業務අ 7���1�

ɹ信用保険料（ˎ３） �0��77

ɹڞ༗ෛ୲金ೲ金（ˎ4） 0

ɹࡶ支ग़ 127���

経ৗ収支差額 ��7�7��

経ৗ֎収ೖ 1�21777

ɹঈٻ٫ঈݖճ収金 7�12�

ɹ準備金ೖ �00���

ɹٻঈݖঈ٫準備金ೖ 1�27��

ɹٻঈݖ補てΜ金ೖ（ˎ5） 101027�

ɹɹ保険金 �1���0

ɹɹଛࣦ補ঈ補てΜ金 �0���

ɹͦのଞ収ೖ 12�

経ৗ֎支ग़ 177�0�1

ɹٻঈݖঈ٫（ˎ6） 11��2��

ɹצࡶఆঈ٫ ����

ɹୀ৬金 �0

ɹ準備金܁ೖ（ˎ7） �12���

ɹٻঈݖঈ٫準備金܁ೖ（ˎ8） �0���

ɹͦのଞ支ग़ 7���

経ৗ֎収支差額 �77���

制度վֵ促進基金औ่額 ���00

収支差額変動準備金औ่額 0

ظ収支差額（ˎ9） ��272

ɹ収支差額変動準備金܁ೖ額 1�1��

ɹ基本財産܁ೖ額 1�1��

（＊4）責任共有制度におい
て金融機関が協会に納める
責任共有負担金のうち、日
本政策金融公庫への納付額
を計上しています。

（＊1）決算書上の保証料
は、受入保証料のうち当該
決算期間に対応する額（前
期末未経過保証料＋当期受
入保証料－当期末未経過保
証料）を計上しています。

（＊2）責任共有制度におい
て負担金方式を選択してい
る金融機関が保証利用実績
等に応じて協会に納める負
担金を計上しています。

（＊3）日本政策金融公庫へ
支払う信用保険料（当期支
払保険料＋前期末未経過保
険料＋当期末未払保険料－
当期末未経過保険料－前期
末未払保険料）を計上して
います。

（＊5）代位弁済により日本
政策金融公庫から受領した
保険金と地方公共団体、全
国信用保証協会連合会から
受領した損失補償補てん金
からなっています。

（＊6）年度末求償権のうち
法的整理等の結果回収不能
となって償却した自己求償
権と求償権補てん金戻入額
の合計を計上しています。

（＊7）景気変動等により代
位弁済が想定以上に増加し
た場合の備えとして、保証
債務残高に対して一定の割
合を積み立てています。

（＊8）協会資産の健全性を
保つ観点から求償権の回収
不能額を見積もって一定の
割合を積み立てています。

（＊9）基本財産と収支差額
変動準備金にそれぞれ半額
を組入れ、当協会が健全な
経営を行い、公共的使命を
果たしていく上で、必要不
可欠な基本財産の充実に当
てています。
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■	資金収支表（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）
（単位：千円）　　　

金ɹ額

ᶗɽ事業活動にΑる収支 �1�7��2

業務収支 �120���

信用保証収支 10��0��

保証料 � 7����1�

ճ収（ݩଛ） � ���2�2�

Ґหࡁ（ݩ利） ʵ 122��0��

信用保険収支 177�0��

信用保険料 ʵ �7�����

保険金・保険金ೲ金 � ���2���

ଛࣦ補ঈ・ڞ༗ෛ୲金収支 22�7�1�

ଛࣦ補ঈ補てΜ金・ଛࣦ補ঈೲ金 � ��11��

ڞ༗ෛ୲金・ෛ୲金ೲ金 � 11��7��

基金補助金・事務補助金 � 227���

૯務収支 �������

業務අ・ୀ৬金支 ʵ 7�21��

運用අ � 2�70�7

ͦのଞ収支 � �17�7��

ᶘɽ資活動にΑる収支 ��02

ްੜ基金の૿ݮ ʵ �1���2

動産・ෆ動産の૿ݮ ʵ ���0

ᶙɽ財務活動にΑる収支 0

借ೖ金の૿ݮ � 0

ग़͑Μ金・金融機関ෛ୲金の૿ݮ � 0

ᶚɽྲྀ動資産の૿Ճ額 �1���2�

ྲྀ動資産のظटߴ 20���711�

現金・༬け金 � �00�121�

༗価証݊ � 1��������

ྲྀ動資産のظߴ 20���2�2�

現金・༬け金 � �7����7�

༗価証݊ � 1�7��7���
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■	基本財産について

基本財産は、一般企業の資本金に相当するもので、当協会の信用力の基礎をなすものです。
当協会の最終的な代位弁済の支払い能力を示すものとして、当協会がなし得る保証債務の最高限

度額算出の基礎となっています。このため、当協会が健全な経営を行い、中小企業者の保証需要に安
定して応え、公共的使命を果たしていくためには、基本財産の充実が不可欠となります。

（単位：百万円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

13549 13987 14148 14148 14167

当協会の場合は、保証債務の最高限度額は、定款で基本財産の 50倍と定められています。これを
定款倍率といいます。平成28年度末の基本財産は 14,167百万円となり、当協会の保証債務の最
高限度額は、7,083億4千万円となります。平成28年度末の債務残高850億円は当協会の保証
最高限度に対して、12.01％となります。

■	収支差額変動準備金について

収支差額に欠損が生じた場合や、急激な保証の増大等により基本財産の増強が必要となった場合
には、収支差額変動準備金を取り崩して、協会経営が不安定になることを防ぐことができます。

信用保証協会の最終担保である基本財産の確保とともに、準備金を基準どおり積み立てることが、
対外信用力の維持・向上と機能強化に資することになります。

当期は収支差額38百万円のうち 19百万円を繰り入れました。

（単位：百万円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

収支差額変動準備金 3497 3761 3921 3906 3925

（ظ）収支差額変動準備金܁ೖ額 175 263 160 �15 19

※百万円未満は四捨五入しています。
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主な取り組みについて

■	香川県中小企業支援ネットワーク推進会議

県内の中小企業・小規模事業者に対する経営支援や、創業支援を通じて地域経済の活性化に寄与
することを目的とし、地域金融機関、政府系金融機関、企業再生支援機関、事業再生の実務家、法務・
会計・税務等の専門家、公的機関等と当協会が連携して会員相互の協調体制を構築することにより、
経営支援・創業支援に係る迅速かつ的確な対応、実務担当者のスキルアップを図るため「香川県中小
企業支援ネットワーク推進会議」を設置しています。

当協会が「香川県中小企業支援ネットワーク推進会議」の事務局となり、運営方針の決定や行政機
関に対して経営支援に必要な政策提案などを行うための「全体会議」、運営面における実務的な協議
や会員相互間の情報共有を図るための「協力会議」、中小企業・小規模事業者ごとに経営支援の方向
性や内容等を検討するための「個別会議（経営サポート会議）」を開催しております。

香川県中小企業支援ネットワーク推進会議

経営支援に必要な政策提案
経営支援スキルの共有・向上

金融機関と保証協
会が一体となって
中小企業・小規模
事業者をサポート

全体会議・協力会議 個別会議（経営サポート会議）

公的機関
企業再生支援機関

中小企業・小規模事業者

金融機関
外部専門家

香川県信用保証協会

金融機関 外部専門家等

香川県信用保証協会
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■	『信用保証協会中小企業・小規模事業者経営支援強化促進補助金』の活用

平成28年度信用保証協会中小企業・小規模事業者経営支援強化促進補助事業の࣮
（1）経営૬ஊ事業

相談件数　　2件

（2）経営վળ計画ࡦఆ支援事業
経営改善計画策定支援件数　　40件

（3）経営վળ計画の࣮ߦ支援事業
経営改善計画実行支援件数　　14件

（4）業計画ࡦఆ支援事業
創業計画策定支援件数　　3件

平成29年度信用保証協会中小企業・小規模事業者経営支援強化促進補助事業について
（１）事業目的

経営の安定に支障が生じている中小企業・小規模事業者や創業者などに対し、国の「信用保証協会
中小企業・小規模事業者経営支援強化促進補助金」を活用した経営支援を行い、中小企業・小規模事
業者の安定と地域経済の発展を促進することを目的としています。

また、地域経済の活性化に向けた創業支援について、安定経営に移行するまでの経営支援も含め
て取り組むことも目的としています 。
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（̎）事業内容
ʲ業支援ʳ
ᶃ業計画ࡦఆ支援

中小企業・
小規模事業者

金融機関
保証協会

⑤資金調達

①申込

②委嘱 ④連携

③創業計画
　策定支援

【支援イメージ】

税理士等
【専門家】

日本政策
金融公庫

香川県信用保証協会は、創業しようとする方や創業間もない事業者の方の経営支援
を図るため、税理士等の専門家による創業計画策定支援を行います。

概　要

創業しようとする方や創業間もない事業者の方であって、実際に創業に当たっての心
構えや準備事項、税務や会計のノウハウ等の情報提供を受けるため、専門家による創
業計画の策定支援を希望し、日本政策金融公庫と地域金融機関との連携により保証
協会の保証付融資による資金調達を行う方が対象です。

対象となる方

創業計画の策定支援費用は無料です。
（ただし、保証付融資を利用される創業者の方）

ご利用のメリット

専門家による
　　　　『経営改善計画策定支援』のご案内

『計画策定等支援申込書』
『同意書兼承諾書』
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ᶄ業ޙ૬ஊ

中小企業
・小規模
事業者

❶相談予約（電話）
　（直接予約でも結構です）
❷ 相談必要書類
　（当日可）

① 創業後相談申込（口頭）
③ 相談必要書類（当日可）

② 相談予約（電話）
③ 相談必要書類（当日可）

【相談場所】
　香川県信用保証協会　1階会議室
　高松市福岡町二丁目2番2ー101号（香川県産業会館内）

❸④ 経営相談

【経営相談イメージ】

信用保証
協会

中小企業
診断士

【専門家】
金融機関

香川県信用保証協会は、現在、保証付融資をご利用いただいている中小企業・小規模事業者
の皆さまに対して、直接又は金融機関を通じて、創業後相談の受付を行い、中小企業診断士の
専門家による経営支援を目的とした創業後相談を行います。

概　要

保証付融資をご利用いただいている創業後
概ね５年以内の中小企業・小規模事業者
※具体的な相談内容等
　・創業した事業を発展させたい
　・経営を改善したい
　・経営力（生産性）を向上したい

※予約時間の10分前までにお越しください。キャンセルになる場合は相談日の２営業日前までにお願いします。
※金融機関及び保証協会の担当者が同席する場合があります。

創業後相談の対象となる方
・創業後相談申込書（様式４２）
・相談シート
・資金繰り表・個人収支状況（月次）
…様式は当協会ＨＰに掲載しておりますので、
　事前にご記載の上、お持ちください。

・その他準備できるもの
決算申告書３期分（勘定科目内訳含む）、試算表、
会社案内、商品案内　等

相談にあたっての必要書類

中小企業診断士による創業後相談のご案内

無 料無 料
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ʲ経営支援ʳ
ᶃ経営૬ஊ

中小企業
・小規模
事業者

①経営相談申込（口頭）
③『経営相談申込書』
④相談必要書類

②相談予約（電話）
③『経営相談申込書』
④相談必要書類

④相談必要書類

【相談場所】
　香川県信用保証協会　1階会議室
　高松市福岡町二丁目2番2ー101号

⑤経営相談

【経営相談イメージ】

信用保証
協会

中小企業
診断士

【専門家】
金融機関

香川県信用保証協会は、現在、保証付融資をご利用いただいている中小企業・小規模事業者
の皆さまに対して、金融機関を通じて、経営相談の受付を行い、中小企業診断士の専門家によ
る経営支援を目的とした経営相談を行います。

概　要

現在、保証付融資をご利用いただいてい
る中小企業・小規模事業者
※具体的な相談内容等
　・経営を改善したい
　・経営力（生産性）を向上したい
　・事業承継を行いたい

※金融機関及び保証協会の担当者が同席する場合があります。

経営相談の対象となる方
・決算申告書 3期分（勘定科目内訳含む）
・会社案内・商品案内等
・事前提出資料（様式あり）

（作成できる範囲で結構です）
※相談日の 5 営業日前までに資料を保証協会にご提
　出ください。

相談にあたっての必要書類

中小企業診断士による経営相談のご案内

無 料無 料
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ᶄ経営վળ計画ࡦఆ支援

中小企業・
小規模事業者

具体的な経営支援等
　・事業計画策定
　・経営力（生産性）向上
　・事業承継　

フォローアップ

申込

委嘱

【支援イメージ】

中小企業
診断士
【専門家】

金融機関
保証協会

香川県信用保証協会は、中小企業・小規模事業者の皆さまの経営支援を目的として、
中小企業診断士等の専門家による経営改善のための事業計画策定支援を行います。

概　要

現在、保証付融資をご利用いただいている事業者（又は、ご利用の見込みがある事業
者）で、積極的な経営支援を行うことにより、経営状況の改善が見込まれ、将来的な正
常化を期待しうる事業者が対象です。

対象となる方

経営改善計画の策定支援にかかる費用は３分の１で済みます。

ご利用のメリット

『計画策定等支援申込書』
『同意書兼承諾書』

専門家による
　　　　『経営改善計画策定支援』のご案内
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③経営改善計画実行支援

中小企業・
小規模事業者

フォローアップ

申込

『計画策定等支援申込書』
『同意書兼承諾書』

委嘱

【支援イメージ】

中小企業
診断士
【専門家】

金融機関
保証協会

香川県信用保証協会は、中小企業・小規模事業者の皆さまが策定した経営改善計
画の実行支援を図るため、中小企業診断士等の専門家による経営改善計画の進捗状
況報告支援、修正計画策定支援等及び進捗管理（モニタリング）を行います。

概　要

保証協会による経営支援強化促進補助金事業を利用して策定した経営改善計画の実
行支援が必要であると当協会が判断した事業者を対象とします。

対象となる方

経営改善計画の実行支援等にかかる費用は３分の１で済みます。

ご利用のメリット

・経営改善計画の実行支援
・経営改善計画の
　　　　　進捗状況報告支援
・経営改善計画の修正計画支援
・進捗管理（モニタリング）

専門家による
　　　『経営改善計画の実行支援』のご案内
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平成28年度トピックス

■	金融機関表彰制度

平成27年度の保証推進に特に積極的に取り組まれた金融機関の店舗に対して、感謝状を贈呈し
ました。

開催日　平成28年6月16日

■	保証協会業務講座

金融機関の入行３年目から８年目の行員の方々に、信用保証制度への理解を深めていただき、中
小企業の金融の円滑化を図るため、保証協会業務講座を開催しました。

開催日　平成28年11月8日
　　　　平成29年1月20日
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■	大学院での講義

地域のビジネスパーソンへの情報発信の場として、香川大学大学院地域マネジメント研究科で高
木会長が信用保証業務や中小企業金融の動向、課題などについて講義を行いました。

開催日　平成28年11月11日

■	信用保証協会利用企業動向調査

当協会は日本政策金融公庫と共同で、当協会をご利用いただいている中小企業・小規模事業者に
対し、景気・金融動向に関するアンケートを実施しています。また、その結果については報道機関へ
のニュースリリースを行っています。

ニュースリリース日 
平成 28 年　5 月　2 日 ・第 188 回信用保証協会利用企業動向調査
 　（平成 28 年 1 ～ 3 月期実績・平成 28 年 4 ～ 6 月期見通し）
平成 28 年　８月　8 日 ・第 189 回信用保証協会利用企業動向調査
 　（平成 28 年 4 ～ 6 月期実績・平成 28 年 7 ～ 9 月期見通し）
平成 28 年 11 月　9 日 ・第 190 回信用保証協会利用企業動向調査
 　（平成 28 年 7 ～ 9 月期実績・平成 28 年 10 ～ 12 月期見通し）
平成 29 年　2 月　7 日 ・第 191 回信用保証協会利用企業動向調査
 　（平成 28 年 10 ～ 12 月期実績・平成 29 年１～３月期見通し）
平成 29 年　5 月　2 日 ・第 192 回信用保証協会利用企業動向調査
 　（平成 29 年 1 ～ 3 月期実績・平成 29 年 4 ～ 6 月期見通し）
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平成28年度経営計画の評価

当協会では、経営の透明性を一層向上させ、対外的な説明責任を果たすため、年度経営計画、中期
事業計画等を積極的に公表し、計画の実施状況等について自己評価を行うとともに、第三者評価機
関として、学識経験者、弁護士、中小企業診断士の有識者によって構成される外部評価委員会を設置
し、業務実績等の客観的評価を受け、その結果を公表しています。

平成29年7月3日に外部評価委員会が開催され、年度経営計画について評価を受けました。外部
評価委員会の意見 ･ アドバイス及び自己評価については当協会ホームページでも公表しています。

■	前年度経営計画の重点課題と自己評価

（1）保証෦
（重点課題）

①保証利用向上への取り組み推進
②政策保証の推進
③地域金融機関との連携強化
④経営支援の強化

（自己評価）
新規保証利用企業の確保と保証推進を図るため、新規先保証推進キャンペーンを実施し特

別預託を行いました。また、平成28年度感謝状贈呈店舗選定基準に基づき、感謝状の贈呈と
特別預託を行い、平成29年度感謝状贈呈店舗選定基準については内容を充実させました。

保証利用の向上のため、主要事項について適時適切にホームページでの周知を行いまし
た。また、保証審査実務の効率化・迅速化のため、金融機関からの資料の提供や情報の共有化
に努めるほか、下期より地域グループ担当制としました。

政策保証の推進のため、「連携相談シート」を利用した地域金融機関、日本政策金融公庫、
かがわ産業支援財団及び協会の４者で連携する枠組みを活用し、創業計画段階から協調融資
の推進に努めました。

地域金融機関との連携強化のため、主要金融機関の本部、母店・営業店への訪問を中心と
した情報交換を行なうほか、金融機関との顧客企業情報の共有にも努めました。

創業支援・経営支援の強化のため、経営支援等対策費補助事業を利用した経営相談、経営
改善計画策定支援、経営改善計画実行支援及び創業計画策定支援を行ないました。前記事業
の実施に当たっては、より実効性のあるものにするため専門家を交えた金融機関との協議、
経営サポート会議の開催や再生支援協議会との連携に努めました。

中小企業支援ネットワーク推進会議を開催して、創業支援と経営支援の一体的取組み、経
営改善への積極的支援等、情報交換・意見交換を行ないました。

中ཧ෦ظ（2）
（重点課題）

①返済緩和を行っている条件変更企業等の管理強化
②延滞発生や期限経過先の早期管理

（自己評価）
メイン金融機関と連携して経営改善計画の策定を働きかけるとともに、一方、事業の廃業

も含めた今後の見通しについても検討しました。また、延滞2回以上又は期限経過15日以
上の案件についてのフォローを引き続き行ないました。
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（3）ճ収෦
（重点課題）

①効率的・効果的な回収体制
②効率的な方策の実施
③回収担当者の能力向上
④事業再生への寄与
⑤サービサーの活用

（自己評価）
代位弁済決定後、速やかに回収担当者を決定し、関係者の資産調査を行った上で交渉に臨

む体制を継続しました。また、引き続き法的手続き専任担当者を定め、裁判所関係の窓口を
一本化するほか、関係者の現況把握進捗の管理を行うなど適宜適切な対応に努めました。

簡易裁判所を活用した履行請求等に取り組むことで、支払約束を確保するなど回収効果が
ありました。また、定期回収の利便性向上を目的としたコンビニエンスストアからの振込手
続を 7月から開始したほか、サービサーの営業所及び首都圏・近畿圏営業所を活用すべく回
収委託を実施しました。

毎月弁護士との勉強会を実施し、回収担当者の能力向上に努めました。

（4）ؒ ෦
（重点課題）

①経営の透明性の一層の向上
②監査機能の強化
③コンプライアンスの充実・強化
④危機管理の充実・強化
⑤広報活動の充実・強化
⑥現行システムの安定運用と次期電算システムの導入準備

（自己評価）
理事会における多様な意見の反映や意思決定の客観性の確保に資するよう、より多くの理

事が出席できる理事会運営に努めました。また、役員部長会議において、「中期事業計画」及
び「年度経営計画」の進行管理を適切に行いました。

内部検査結果を踏まえ事務の改善に取り組みながら、今年度の内部検査を実施しました。
また、コンプライアンスプログラムを計画的に実施したほか、個人情報保護の充実・強化を
図るため、「顧客情報保護心得１０ヵ条」を策定し、役職員のコンプライアンス意識の維持、
向上を図りました。反社会的勢力との関係遮断については、「反社会的勢力との対応マニュ
アル」を一部改正するなど、反社会的勢力対応の充実・強化を図りました。

災害避難訓練において代替拠点での保証書発行訓練を実施しました。また、システム移行
に伴う対応として、データバックアップ機能構築に取り組みました。

ホームページをリニューアルし個別更新に対応したほか、協会主催の行事等についてニッ
キンへの情報提供に努めました。

他協会と情報共有しながら、現在使用中のシステムの最適化、効率的な運用を目指しなが
ら次期電算システムの導入を完了しました。
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֎෦評価ҕһのҙݟ

ᶗɹ平成28年度年度経営計画について
１．保証推進

　協会独自制度の利用促進など各般の取り組みに注力したことは評価できますが、当地域の厳
しい金融環境を反映して、保証承諾、保証債務残高とも前年度に比べて相当減少し、全国的に見
ても大変厳しい結果となっています。今後も厳しい環境が続くと思料されますが、健全経営維持
の観点も踏まえて、組織を挙げて保証推進に一層努めて下さい。

２．経営支援
　国の補助金を活用した「経営支援対策費補助事業」に注力するなど、経営改善、事業再生、創業
等、経営支援全般にわたり積極的に取り組まれたことは評価できます。今般の信用保証協会法の
改正も踏まえて、「香川県中小企業支援ネットワーク推進会議」や「経営サポート会議」を活用
して、公的性格を最大限に発揮した経営支援に一層努めて下さい。

３．金融機関との連携
　保証推進、経営支援に当たって金融機関との連携の強化に努められたことは評価できます。厳
しい環境が続く中、地域の中小企業金融において金融機関、信用保証協会がそれぞれの役割を十
分に果たしていくためには、これまで以上の連携が必要です。今般の信用保証協会法の改正も踏
まえて、金融機関との連携の深化に努めて下さい。

４．回収
　無担保かつ第三者保証人のいない求償権が増加する中で、計画を達成されたことは評価しま
す。引き続き、適切な法的手続きの実施や回収担当者の能力向上など、効率的・効果的な回収に
努めて下さい。

５．コンプライアンスプログラム
　「顧客情報保護心得１０ヵ条」の策定など、個人情報保護の充実・強化を図るとともに、反社会
的勢力との関係遮断について組織を挙げて取り組まれています。
　引き続き、コンプライアンスプログラムの計画的な実施と管理により、コンプライアンス意識
の一層の向上に努めて下さい。

６．健全経営の維持
　財務基盤は充実しており中期的な健全性は確保できていると認識していますが、今後の収支
差額については、保証量や代位弁済の動向によっては相当厳しい状況が予想されます。長期的な
健全経営の維持に向けて、一層の保証推進や効率的な経営に努めて下さい。
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業務の紹介

■	信用補完制度の仕組み

中小企業者の皆さまが金融機関から事業資金の融資を受けるとき、あるいは資本市場からの事業
資金調達を目的とした私募債を発行するとき、保証協会が保証人となって借入や発行を容易にし、
企業の育成を金融の側面から支援する制度が「信用保証制度」です。この制度をより強固なものとす
るため「信用保険制度」があります。信用保険制度は保証債務の履行（代位弁済）という保証協会の
リスクを政府全額出資の日本政策金融公庫の保険によってカバーする制度です。この 2つの制度を
総称して「信用補完制度」と呼んでいます。

中小企業者

日本政策
金融公庫 地方公共団体

信用保証協会

信用補完制度

信
用
保
証
制
度

信
用
保
険
制
度

融資実行

①融資申込

監督

⑤償還
金融機関

⑧
回
収

政
府

②
保
証
申
込

出
資
監
督

監
督
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金

保
険
金

貸
付
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え
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・
預
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信
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②
保
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代
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代
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信
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27　REPORT 2017



■	信用保証制度

信用保証制度の当事者は、基本的には中小企業者、金融機関、当協会の三者です。
①～② 中小企業者からの融資申込を受理した金融機関は、当協会に保証申込（保証契約の申込）

をします。同時に中小企業者は当協会に保証委託申込（保証委託契約の申込）をします。また、
中小企業者が先に当協会に保証委託申込をし、当協会が借入希望金融機関にあっせんする方
法もあります。 

③ 当協会は審査のうえ、信用保証を適当と認めたときは保証します。

④ 金融機関は中小企業者に融資を行います。融資が実行されたとき（または契約締結したと
き）、中小企業者から所定の信用保証料を金融機関を通して当協会へお支払いただきます。 

⑤ 中小企業者は融資条件によって返済します。

⑥ 中小企業者が諸事情によって、その借入金の全部または一部の返済ができなくなったとき、
金融機関は当協会に保証債務の履行（代位弁済）の請求を行います。 

⑦ 当協会は、この請求に基づいて中小企業者に代わってその金額を金融機関に支払います。（代
位弁済） 

⑧ 当協会は、以後、中小企業者の実情に即して回収を図ります。
 また、平成13年4月からは、一部債権の管理回収を保証協会債権回収（株）に委託し、同社

と一体となって回収を図っています。

■	信用保険制度

日本政策金融公庫と当協会は信用保険契約を締結し、保険契約に基づき日本政策金融公庫は当協
会の保証に対して保険を引き受けます。当協会は、信用保証料から信用保険料を日本政策金融公庫
に支払います。日本政策金融公庫は、当協会が金融機関に代位弁済したとき、代位弁済した元本の
70％または 80％を保険金として当協会に支払います。当協会は代位弁済した中小企業者からの回
収金を、保険金の受領割合に応じて日本政策金融公庫に納付します。
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信用保証協会のご利用にあたって

■	ご利用いただける中小企業者

企業規模・業種・所在地等一定の要件を満たした中小企業者の方がご利用になれます。

（1） 企業規模
常時使用する従業員数または資本金のいずれか一方が下表に該当する場合にご利用いただけます。

業छ 資本金 ै業һ

業 3ԯԁҎԼ 300人ҎԼ

Էച業 1ԯԁҎԼ 100人ҎԼ

小ച業（ҿ৯業ؚΉ） 5000ສԁҎԼ 50人ҎԼ

αーϏε業 5000ສԁҎԼ 100人ҎԼ

ҩྍ๏人 ʵ 300人ҎԼ

以下の政令特例業種については規模要件が異なりますのでご注意ください。

業छ 資本金 ै業һ

1� ΰϜ業（自動ंまたۭߤ機用λΠϠ及び
νϡーϒ業ฒびに業用ϕϧト業Λআ͘）

3ԯԁҎԼ 900人ҎԼ

2� ιϑトΣΞ業 3ԯԁҎԼ 300人ҎԼ

3� 情報ॲཧαーϏε業 3ԯԁҎԼ 300人ҎԼ

4� ཱྀ ؗ業 5000ສԁҎԼ 200人ҎԼ

なお、上記以外でも「中堅企業者」としてご利用いただける場合があります。

（2） 業छ
ほとんどの商工業の業種についてご利用になれますが、農林漁業や金融業など一部の業種は保証

対象外となります。
また、許認可・届出等を要する事業を営んでいる（または、営む）場合は、当該事業に係る許認可等

を受けている（または、受ける）ことが必要です。

（3） ॴ在
法人の場合は本店（※1）または事業所のいずれかを、個人の場合は住居（※2）または事業所のい

ずれかを香川県内に有し、事業を営んでいることが必要です。なお、制度要綱等で定めがある場合は
その定めによります。

（※1） 本店とは、単なる登記上の所在地というだけでなく、事業実態があることが必要です。
（※2） 住居とは、単なる住民登録上の住所というだけでなく、原則として現に居住していることが

必要です。
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（4） /10 ๏人の保証औΓѻいについて
平成27年10月1日より、下記の規模要件を満たす NPO 法人に対する保証の取扱いを開始しま

した。
・ै業һ数（ޏ用ܖ関͕ͳいϘϥϯςΟΞै業һにؚまΕͳい）

業 300人ҎԼ
Էച業・αーϏε業 100人ҎԼ
小ച業（ҿ৯業ΛؚΉ） 50人ҎԼ

・資本金
規模用݅ͳ （͠/10 ๏人に資本金の概೦͕ͳい）

※ ・一部の保証制度を除いて、原則として全ての保証制度が利用可能。
    ・一部の保証制度を除いて、原則として全ての保証が責任共有制度対象。

■	保証の内容

（1） 保証ݶ度額
中小企業者に対する保証金額の最高限度額は、普通保証2億円（組合の場合は 4億円）に、無担保

保証8,000万円を加えた、2億8,000万円（組合の場合は 4億8,000万円）が通常の限度額とな
ります。ただし、国の施策による特別の資金を対象とした保証制度もあります。また、香川県・市町
の制度融資の保証については、それぞれの融資制度要綱等に定められている融資限度額が保証限度
となります。

（2） 資金్
中小企業者がその事業経営に必要な資金（運転資金および設備資金）に限られます。

① 金融機関の既存の債権の回収にあてる資金は、認められません。
ただし、協会が特別の事情があると認めた場合は、この限りではありません。

② 特定事業（保証の対象となる事業）と非特定事業（保証の対象とならない事業）を兼業してい
る場合は、当該資金が特定事業に使われることが明らかなものに限られます。

（3） ࿈ଳ保証人
次のような特別な事情がある場合を除き、法人代表者以外の連帯保証人を徴求しません。

① 実質的な経営権を有している者、営業許可名義人または経営者本人の配偶者（当該経営者本
人と共に当該事業に従事する配偶者に限る。）が連帯保証人となる場合

② 経営者本人の健康上の理由のため、事業承継予定者が連帯保証人となる場合
③ 財務内容その他の経営の状況を総合的に判断して、通常考えられる保証のリスク許容額を超

える保証依頼がある場合であって、当該事業の協力者や支援者から積極的に連帯保証の申し
出があり協力者・支援者からその支援姿勢を証する書面の提出がある場合

（4） ୲保
必要に応じ徴求します。
担保物件は原則として土地、建物等とします。

（5） ڞ༗制度
信用保証協会と金融機関とが責任を共有し、両者が連携して中小企業者の皆さまに対する融資・

経営支援など、より一層適切な支援を行うことを目的として、平成19年10月1日責任共有制度が
導入されました。
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ʲڞ༗制度とʳ
従来、原則100％保証（全部保証）であった保証付融資について、金融機関が一定のリスクを負担

する仕組みに変更したもので、「部分保証方式」と「負担金方式」の 2つの方式があります。
金融機関が 2つのうちからいずれかを選択して採用することとなっています。
金融機関の負担割合はいずれの方式においても同等です。

ʲҐห࣌ࡁʳ

ʲ保証࣌点ʳ1��ˋ
保証෦

8�ˋ
保証෦

2�ˋ
ඇ保証෦

8�ˋ
	信用保証協会からのҐหࡁ額

2�ˋ
ෛ୲金

8�ˋ
	信用保証協会からのҐหࡁ額

2�ˋ
ϓϩύー

ෛ୲金ํࣜ ෦保証ํࣜ

100％保証協会から代位弁済を受けるこ
ととなるが、事後的に20％の負担金を保
証協会に支払うこととなる。 

80％部分については、保証協会からの代
位弁済を受けるが、残りの20％について
は、金融機関の負担となる。

ʲ対とͳる制度ʳ
原則としてすべての保証が対象となりますが、一部対象から除外となる保証制度があります。

ʲڞ༗制度の対֎とͳる制度ʳ
○ 経営安定関連保証（セーフティネット）1号～ 6号
○ 災害関係保証
○ 特別小口保険に係る保証
○ 創業関連保証（支援創業関連保証及び再挑戦支援保証を含む）、創業等関連保証
○ 事業再生保証
○ 小口零細企業保証（＊）
○ 求償権消滅保証
○ 中堅企業特別保証
○ 東日本大震災復興緊急保証
○ 経営力強化保証（責任共有対象外保証を残高と同額以内で借換する場合）
○ 事業再生計画実施関連保証（責任共有対象外保証を残高と同額以内で借換する場合）

〔＊責任共有制度の対象から除外される保証制度として創設された全国統一保証制度です。〕

ご利用いただける方 従業員数
製造業…20名以下
卸・小売・サービス業 …5名以下の法人・個人等 

資金使途 運転資金、設備資金

融資限度額 1,250万円（＊1）

貸付形式 証書貸付、手形貸付、手形割引（＊2）

保証期間 10年以内（据置1年以内）

返済方法 均等分割返済または一括返済（期間1年以内）

信用保証料 保証協会所定の料率

（＊1） すでにご利用いただいている信用保証付の融資残高との合計が 1,250万円以下となることが必要です。

（＊2） 極度設定のある貸付・割引（根保証形式のもの）は除きます。
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■	信用保証料

協会の保証によって融資を受けた中小企業者は、協会保証の利用の対価として信用保証料をお支
払いいただきます。信用保証料は、日本政策金融公庫に支払う信用保険料・代位弁済に伴う損失の補
てん・経費等、信用保証制度を運用する上で必要な費用に充当するものです。

信用保険料を計算する際の保険料率は、国が政令等で規定し、この保険料率の体系を踏まえて全
国信用保証協会連合会が中小企業庁の確認のもと、信用保証料率のガイドラインを作成しています。

このガイドラインに基づき、保証協会は保証料率を決定しています。

（1） 信用保証料ମܥ
特定の保証制度を除き、保証料率は中小企業者の経営状態等を踏まえた 9区分となっており、中

小企業信用リスク情報データベースにより、確定決算内容を評価し、料率を決定します。
基本となる保証料率は「責任共有保証料率」で、責任共有制度の対象外となる保証の場合には「責

任共有対象外保証料率」が適用されます。

۠ ڞ༗保証料（ˋ）（ಛघ保証） ڞ༗対֎保証料（ˋ）（ಛघ保証）

1 1��0ʢ1��2ʣ 2�20ʢ1��7ʣ

2 1�7�ʢ1���ʣ 2�00ʢ1�70ʣ

3 1���ʢ1��2ʣ 1��0ʢ1���ʣ

4 1���ʢ1�1�ʣ 1��0ʢ1���ʣ

5 1�1�ʢ0���ʣ 1���ʢ1�1�ʣ

6 1�00ʢ0���ʣ 1�10ʢ0���ʣ

7 0��0ʢ0���ʣ 0��0ʢ0�77ʣ

8 0��0ʢ0��1ʣ 0�70ʢ0��0ʣ

9 0���ʢ0���ʣ 0��0ʢ0���ʣ

＊ 「責任共有保証料率」は、保証委託額に対して計算される保証料を借入金額に対する率で表示したもの
です。

＊ 「責任共有対象外保証料率」は、保証委託額に対する率で表示したものです。
＊ 「特殊保証」とは、「手形割引根保証」、「当座貸越根保証（カードローンを含む）」を指します。

（2） 中小企業信用Ϧεク情報σーλϕーε
当協会では、保証料率の区分を決定する際、中小企業者の財務内容を中小企業信用リスク情報デー

タベース（以下「CRD」という）により評価しています。CRD とは、平成13年3月、中小企業庁が
中心となって中小企業金融の円滑化を支援することを目的に創設された中小企業者に関する日本最
大のデータベースです。
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（3） 信用保証料の計算
信用保証料の基本的な計算は次のとおりです。

① 返済方法が一括返済の場合
 保証金額×保証料率（年率）×保証期間／ 365

② 返済方法が均等分割返済の場合
 保証金額×保証料率（年率）×分割返済回数別係数＊×保証期間／ 365

＊ 分割返済回数別係数は返済回数によって決定します。

ׂฦࡁճ数 6ճҎԼ 7ճҎ্
12ճҎԼ

13ճҎ্
24ճҎԼ

25ճҎ্

ׂฦࡁճ数別数 0�700 0���0 0��00 0���0

（4） 料͕Ұの保証
セーフティネット保証や流動資産担保融資保証などの特別な保証は、政策的に配慮された一律の

保証料率が適用されます。
セーフティネット保証等は、政策的配慮から一律の保証料率で料率も低く設定されていますが、

経営状況が良好な中小企業の場合、一般保証を利用した方が保証料率が低くなる場合もあります。
ご利用に際しては、セーフティネット保証利用のメリットと一般保証を利用した場合の信用保証

料のメリット等を考慮の上、いずれかを選択していただくことができます。
＊個別のケースにつきましては、お問い合わせください。

（5） 信用保証料の支い
信用保証料は、融資実行と同時（当座貸越根保証は契約締結時）に融資金融機関を通じてお支払い

いただきます。その金額は、「信用保証決定のお知らせ（お客様用）」に記載されています。
保証申込時に、「信用保証料分割支払承認依頼書・信用保証料分割徴収承認申請書」を提出いただ

き、当協会が承認した場合は、信用保証料を分納することができます。
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取扱保証制度

■	ニーズ別保証制度

ニーズ別 保証制度໊ 概ཁ 保証ݶ度額 保証ؒظ 資金్
融資利 
	年�


保証料
	年�


୲保
ׂҾ
ద用


༗ڞ
対

新規に事
業Λ࢝Ί
らΕる方

ʲ 県 制 度 ʳ
新 規  業
融 資 保 証

ҰൠλΠϓ

県内で新たに事業Λ։
Α͏と͢る方࢝͠ 	 ։
て࢝͠ 1年ະຬの方
ΛؚΉ 


1500ສԁ
運స5年Ҏ内
ઃ備10年Ҏ内

運స資金
ઃ備資金

1�65 0�58 対֎

։業ϓϥϯ
α ϙ ー ト
λ Π ϓ

（財）香川産業支援財
ஂの支援Λडけてɺ県
内で新たに事業Λ։࢝
͠Α͏と͢る方

1000ສԁ
運స5年Ҏ内
ઃ備10年Ҏ内

運స資金
ઃ備資金

1�65 0�58 対֎

 業 関 ࿈ 保 証・
 業  関 ࿈ 保 証

個人にΑる業及び新
たに会ࣾΛઃཱ͠てߦ
͏事業に資金͕ඞཁͳ
方

業関࿈
1000ສԁ
業関࿈
1500ສԁ

10年Ҏ内
運స資金
ઃ備資金

金融機関
ॴఆ金利

0�85 対֎

ؙ ُ ࢢ 新 ෩ 融 資 保 証

内においてɺ新たにࢢ
事業Λ։࢝͢るたΊの
運స ŋ ઃ備資金͕ඞཁ
ͳ方

700ສԁ 5年Ҏ内
運స資金
ઃ備資金

1�50 0�58 対֎

ԁͳ資
金͕ඞཁ
ͳ小規模
事 業 者
の 方

ʲಠ自保証制度ʳ
ε ς ッ ϓ Ξ ッ ϓ 保 証

小規模ͳ事業者でɺ
資金͕ඞཁͳ方ظ

1000ສԁ
運స5年Ҏ内
ઃ備10年Ҏ内

運స資金
ઃ備資金

金融機関
ॴఆ利

0�45 ʙ
1�90

ʓ 対

ʲ県制度ʳ
小ࡉྵޱ企業融資保証

Ұൠ的ͳ事業資金͕ඞ
ཁͳ小規模企業者の方

1250ສԁ

7年Ҏ内
運స資金
ઃ備資金

1�90

0�45 ʙ
1�75

対֎

0�60 対֎

7年
10年Ҏ内

運స資金
ઃ備資金

2�10

0�45 ʙ
1�75

対֎

0�60 対֎

小 ޱ ྵ ࡉ 企 業 保 証
Ұൠ的ͳ事業資金͕ඞ
ཁͳ小規模事業者の方

1250ສԁ 10年Ҏ内
運స資金
ઃ備資金

金融機関
ॴఆ利

0�50 ʙ
2�20

˓ 対֎

ʲ県・ࢢொ協調ʳ
ࢢ ொ 小 ޱ 融 資 保 証

（ ಛ 産 ৼ ڵ 小 ޱ 融 資 ）

県内においてɺ事業Λ
営Ή小規模企業者で
͋ͬてŊ ொのఆΊるࢢ
と͜ΖにΑる

700ສ ԁ Ҏ
内で͋ͬてɺ
֤ ࢢ ொ の ఆ
Ί る と ͜ Ζ
にΑる

6年 Ҏ 内 で
͋ ͬ てɺ֤
ொのఆΊࢢ
ると͜Ζに
Αる

運స資金
ઃ備資金

2�00

0�40 ʙ
1�55

˓ 対

0�60 
Ұ෦

対֎

事業資金
	 資 金 ܁
Γ 資 金 

͕ ඞ ཁ
ͳ 方

ʲ県制度ʳ
経 営 ҆ ఆ 融 資 保 証

経営߹ཧ化のたΊの運
స・ઃ備資金͕ඞཁͳ
方

8000ສԁ
運స5年Ҏ内
ઃ備7年Ҏ内

運స資金
ઃ備資金

2�00
Ҏ内

0�40 ʙ
1�55

˓ 対

0�60 
Ұ෦

対֎

ظの運స資金͕ඞཁ
ͳ方

1000ສԁ 1年Ҏ内 運స資金
1�90
Ҏ内

0�40 ʙ
1�55

˓ 対

0�60 
Ұ෦

対֎

ʲಠ自保証制度ʳ
ύ ワ ー Ξ ッ ϓ
保 証

成͕ࠐݟまΕる中小
企業でɺϦϐート資金
Λඞཁと͞Εる方

1ԯ 10年Ҏ内
運స資金
ઃ備資金

金融機関
ॴఆ利

0�45 ʙ
1�15

ʓ 対

ʲಠ自保証制度ʳ
ί ϥ Ϙ
͞ ͵ ͖ 保 証

金融機関からのܧଓ的
ͳ支援͕ࠐݟΊる方

（ϓϩύー協調）

1ԯ6000ສԁ
（$3% ۠ɹɹ

ɹɹ̓Ҏ্）
8000ສ

（$3% ۠ɹɹ
ɹɹ4 から 6）

10年Ҏ内
運స資金
ઃ備資金

金融機関
ॴఆ利

0�45 ʙ
1�35

ʓ 対

ී ௨ 保 証
Ұൠ的ͳ事業資金͕ඞ
ཁͳ方

2ԯ8000ສԁ
（4ԯ8000ສԁ）

20年Ҏ内
運స資金
ઃ備資金

金融機関
ॴఆ利

0�45 ʙ
1�90

˓ 対
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ニーズ別 保証制度໊ 概ཁ 保証ݶ度額 保証ؒظ 資金్
融資利 
	年�


保証料
	年�


୲保
ׂҾ
ద用


༗ڞ
対

事業資金
	 資 金 ܁
Γ 資 金 

͕ ඞ ཁ
ͳ 方

ʲ県制度ʳ
経 ࡁ 変 動 対 ࡦ
融 資 保 証

経営のվળɺ̓ ఆ化Λ
ਤるたΊに運స資金͕
ඞཁͳ方

8000ສԁ

7年Ҏ内

運స資金

1�60

0�40 ʙ
1�55

˓ 対

0�60 
Ұ෦

対֎

7年
10年Ҏ内

1�80

0�40 ʙ
1�55

˓ 対

0�60 
Ұ෦

対֎

資金の
෮利用͕
ඞཁͳ方

ʲಠ自保証制度ʳ
ά ϩ ー Ξ ッ ϓ
ࠜ 保 証

小規模ͳ事業者でɺ小
資金の෮利用͕ඞޱ
ཁͳ方

50ສԁҎ্
500ສԁҎ内

１年
また
̎年

事業資金
金融機関
ॴఆ利

0�39 ʙ
1�62

ʓ 対

 座 貸 ӽ
	 貸  ઐ 用 ܕ 

ࠜ 保 証

経営にඞཁͳ資金Λ
座貸ӽの保証にΑΓ
෮ܧଓ的かつ҆ఆ的に
ඞཁと͞Εる方

2ԯ8000ສԁ
（4ԯ8000ສԁ）

1年ؒ
͘͠
2年ؒ

運స資金
ઃ備資金

金融機関
ॴఆ利

0�39 ʙ
1�62

˓ 対

0�39 ʙ
1�62

対

0�77 対֎

事 業 者 Χ ー υ ϩ ー ϯ
 座 貸 ӽ ࠜ 保 証

経営にඞཁͳ資金Λ
座貸ӽの保証にΑΓ
Χーυ・௨ாΛ用い
て෮ܧଓ的かつ҆ఆ
的にඞཁと͞Εる方

100ສԁ
ɹɹҎ্

1250ສԁ
ɹɹҎ内

1年ؒ
͘͠
2年ؒ

運స資金
ઃ備資金

金融機関
ॴఆ利

0�39 ʙ
1�62

˓ 対

0�77 対֎

0�39 ʙ
1�62

˓ 対

金融機関
・ 支 援 機
関・ 協 会
にΑる経
営վળ支
援͕ඞཁ
ͳ 方

ʲ県制度ʳ
中 小 企 業 ࠶ ੜ
支 援 融 資 保 証

香川県中小企業࠶ੜ支
援協議会の支援Λडけ
てŊ ͦの計画に基͖ͮ
事業の࠶ੜΛਤΖ͏と
͢る方

8000ສԁ 10年Ҏ内
運స資金
ઃ備資金

1�90

0�80 ˓ 対

1�00 対֎

経 営 ྗ
強 化 保 証

金融機関͕ೝఆ経営ֵ
新支援機関と࿈͠ܞ
て中小企業者の事業計
画のࡦఆ支援ܧଓ的
ͳ経営支援Λߦいɺ中
小企業者の経営ྗの強
化Λਤる͜とΛ目的と
͠た制度

2ԯ8000ສԁ
（4ԯ8000ສԁ）

10年Ҏ内 事業資金
金融機関
ॴఆ利

0�45 ʙ
1�75

˓

対

0�5 ʙ
2�0

対֎

事 業 ࠶ ੜ 計 画
࣮ ࢪ 関 ࿈ 保 証

ೝఆ支援機関のࢦಋ・
助言Λडけ࡞成͠た事
業࠶ੜ計画にैͬて事
業࠶ੜΛ͏ߦ中小企業
者の方

2ԯ8000ສԁ
（4ԯ8000ສԁ）

15年Ҏ内 事業資金
金融機関
ॴఆ利

0�80 対

1�00 対֎

ʲಠ自保証制度ʳ
経 営 α ϙ ー ト
保 証

事業計画のࡦఆ支援
ଓ的ͳ経営支援͕ඞܧ
ཁͳ方

2ԯ8000ສԁ
（4ԯ8000ສԁ）

Ұׅฦࡁ
１年Ҏ内
ׂฦࡁ
10年Ҏ内

事業資金
2�50
Ҏ内

0�20 ʙ
1�40

ʓ
対

対֎

※【平成29年4月1日変更】
・経営サポート保証の受付取扱期間を平成30年3月31日に延長。
※【平成29年11月１日から追加変更】
『パワーアップ保証』・『コラボさぬき保証』
・個人事業主 (青色申告 )の方もご利用できるようになます。
・返済方法に『一括返済型』が追加されます。
・設備資金の返済期間が15年に延長されます。

『ステップアップ保証』
・運転資金の返済期間が10年に延長されます。

『その他』
・パワーアップ保証、コラボさぬき保証、ステップアップ保証、グローアップ保証で財務要件の拡充を行
います。
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■	新保証制度のお知らせ
平成29年11月1日に独自保証制度『ニューアシスト保証』を創設します。

ニューアシスト保証

ί ϯ η ϓ ト
協会ΛॳΊて利用͢る事業者の「おखい」͠ ま͢ɻ
協会の保証͕ߴ完͠ࡁた事業者Λ「新たͳͪ࣋ؾでおखい」͠ ま͢ɻ

資 ֨ ཁ ݅

会ࣾまたҩྍ๏人ɺ͘͠੨৭ਃࠂの個人事業ओの方でɺҎԼの 	1
 ʙ 	3
 Λຬた͠ている͜とɻ
ɹ（1）保証ਃࠐ事前૬ஊの࣌点でɺ関࿈企業ΛؚΊて協会の保証͖融資の͕ߴͳいɻ
ɹ（2）県内で 2年Ҏ্ಉҰ事業Λ営ΜでおΓɺ212）ظ か月）Ҏ্のܾ算書͕ఏग़で͖るɻ
ɹ（3）ҎԼのいͣΕかΛຬた͢͜と
ɹɹ・ۙ2ظのܾ算書において経ৗ利ӹ（個人事業ओの߹ਃࠂॴಘ）Λ計্͠ている͜とɻ
ɹɹ・ۙのܾ算書において経ৗ利ӹΛ計্͠ɺかつɺਃࠐ金融機関においてϓϩύー（保証会͖ࣾΛআ͘）の
ɹɹ༩信औҾ（खׂܗҾɺి ͕（ҾΛআׂ͘ݖ࠴هࢠ ͋ΓऔҾঢ়況͕ྑで͋る͜とɻ

融 資 ݶ 度 額
3ઍສԁҎ内で͋ͬてɺかつ࣍のൣғ内と͢るɻ
ɹ・ۙのܾ算書における平ۉ月の 2ഒҎ内
ɹ・本݅融資ޙの૯借ೖ ͕（һ及び内からの借ೖΛআ͘）ߴ ۙのܾ算書の年Ҏ内

資 金  ్ 事業にඞཁͳ運స資金またઃ備資金

保 証 ظ ؒ
運స資金10年Ҏ内（ਾஔ6 ؒظ か月Ҏ内）
ઃ備資金15年Ҏ内（ਾஔ1 ؒظ年Ҏ内）

保 証 料
保証料۠ ᶃ ᶄ ᶅ ᶆ ᶇ ᶈ ᶉ ᶊ ᶋ

保証料 1�80 1�65 1�45 1�25 1�05 0�90 0�70 0�50 0�35

ɹɹ˞基準信用保証料ΑΓ 0�1ˋׂҾ͠ていま͢

貸  ܗ ࣜ
証書貸
खܗ貸

貸  利  金融機関ॴఆ利

ฦ ࡁ 方 ๏ ࡁׂฦۉ金ݩ

࿈ ଳ 保 証 人 ͳい͠ٻଇと͠て๏人の表者Ҏ֎の࿈ଳ保証人ݪ

୲ 保 ͳい͠ٻଇと͠てݪ

ͦ の ଞ डऔѻؒظ平成30年3月31日まで
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コンプライアンス態勢
信用保証協会は公的機関として、法令やルールを厳格に遵守し、道徳や倫理を含む社会的規範に

もとることのない、誠実かつ公正な事業活動を遂行することを求められています。
香川県信用保証協会は平成２１年に理念と行動指針を定め、その実践のため年度ごとにコンプラ

イアンス・プログラムを策定、実施してきました。今後も高いコンプライアンス意識の実現を目指
し努力を続けます。

■	基本的姿勢

当協会は、信用保証協会法に基づき「信用保証」を通じて、中小企業者の金融の円滑化に努め、地域
経済の活力ある発展に尽くします。

これからも、こうした公共的使命と社会的責任を全うする公的保証機関として、社会からの揺る
ぎない信頼を確立していくため、3つの基本姿勢を定めました。

1ɽ 信用保証協会のެੑڞとࣾ会的
公共性と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて信頼の確立を図る。

2ɽ ๏ྩϧーϧの֨ݫͳ९क
あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公正な事業
活動を遂行する。

3ɽ ࣾ会的勢ྗとの対ܾ
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、断固として対決する。

＊ この「基本的姿勢」は、平成10年1月に制定の信用保証協会倫理憲章に基づき作成しています

報告・連絡・相談

報告・連絡・相談

報告・連絡・相談

報告・連絡・相談 指示・調査・チェック

指示・調査・チェック

指示・調査・チェック

指示

理事会

コンプライアンス委員会

コンプライアンス統括部署

コンプライアンス担当者

職員

①コンプライアンス・プログラムの策定・審議
②法令等遵守態勢・状況のチェック・管理
③法令遵守に関する事項の審議
④発生時の対応・再発防止策の審議等

①苦情処理態勢の徹底
②各部のコンプライアンス情報の周知
（職員の意識向上に取り組む）

①コンプライアンス態勢の徹底
②コンプライアンス研修の実施
（職員の意識向上に取り組む）

コンプライアンス態勢の徹底
「信用保証協会倫理憲章」やコンプライアンス
マニュアルを全職員に周知徹底を図るとともに、
コンプライアンスに関する情報発信を行う
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個人情報保護への取り組み

■	個人情報保護宣言

香川県信用保証協会は「信用保証協会法（昭和28.8.10法律 第196号）」に基づく法人であり、中小企
業等の皆様が金融機関から貸付等を受けるについて、貸付金等の債務を保証することを主たる業務として
おり、信用保証協会の制度の確立をもって中小企業等の皆様に対する金融の円滑化を図ることを目的とし
ております。

業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個人情報の取
扱いについて以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。

（1） 個人情報に関する法令等の遵守

当協会は「個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）」などの法令及びガイドライン等を遵
守して、お客様の個人情報を取り扱います。

（2） 個人情報の取得・利用・提供

・ 当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用します。
なお、利用目的の詳細につきましては「個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の 1．「当
協会が取り扱う個人情報の利用目的」に公表しておりますのでご覧ください。

･ 取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使用い
たしません。

･ 取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者には
提供・開示しません。

･ お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と認
められる目的以外には使用いたしません。

（3） 個人データの適正管理

お客様の個人データについて、組織的・人的・技術的安全措置を継続的に見直し、お客様の個人データの
取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組みを見直します。

（4） 個人情報保護の維持・改善

当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保
護への取り組みを見直します。

（5） 個人データの委託

･ 当協会は、「個人情報保護法」第23条第5項第1号の規定に基づき個人データに関する取扱いを外部に
委託する場合があります。

･ 委託する場合には適正な取扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。

（6） 保有個人データの開示・利用目的の通知

･ 法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データの開示及び
その利用目的の通知を求めることができます。

･ 請求の方法は当協会窓口に備置してある「「保有個人データ」開示等申請書」に所定の事項を記載のうえ、
ご本人確認書類を添付して当協会窓口に持参（又は郵送）ください。

･ 個人データの開示及び利用目的の通知につきましては、手数料（申請書1枚につき 500円）をいただき
ます。
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（7） 保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者提供の停止

･ 当協会が保有する個人データに誤りがある場合は下記の窓口にご連絡ください。調査確認のうえ、法令
等に定める一定の場合を除き、訂正又は削除いたします。

･ お客様の個人情報を不適切に取得し、又は目的外に利用している場合には下記の窓口にご連絡ください。
調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの利用停止いたします。

･ お客様の個人情報を「個人情報保護法」第23条に違反して第三者に提供している場合には、下記の窓口
にご連絡ください。調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの第三者提供を
停止いたします。

･ （6）（7）の具体的な手続につきましては「個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の 8．（3）
「開示等の請求等に応じる手続等に関する事項」をご覧ください。

（8） 質問・苦情について

当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取り組みます。

（9） 開示・利用目的の通知・訂正・利用停止・第三者提供の停止・安全管理措置・相談 ･ 質問・苦情窓口

当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は以下のとおりです。

住　　所 高松市福岡町二丁目2番2－101号
電話番号 087－851－0061
部 署 名 総務部　総務企画課
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役員・組織図

һ໊ ໊ࢯ ެ৬
会ɹɹ ɹߴ  
ઐ務ཧ事 ߹ాɹོߦ  
ৗ務ཧ事 香ɹҰݑ  
ৗۈཧ事 本ɹɹത܀  
ཧɹɹ事 ҆౻ɹ照จ 県࿑ಇ෦

ʏ 平Ԭɹయ ળ௨ࢢࣉ
ʏ ന川ɹ࢘ ࢢࣉԻ؍
ʏ ԣࢁɹ࢝ ࢢ๛ࡾ
ʏ 小ɹਖ਼人 県ொଜ会会
ʏ ాɹߛҰ 県会議ॴ࿈߹会෭会
ʏ ɹެࣣݪࣰ 県会࿈߹会会
ʏ ౦ɹ照ਖ਼ࠃ 県中小企業ஂମ中ԝ会会
ʏ 小ɹࢤ ඦेߦ࢛ۜऔకৗ務ࣥߦһ
ʏ ۙੴɹ義 香川ۜߦৗ務औక
ʏ ɹ৳Ұ౻ࠤ 中ߦۜࠃৗ務ࣥߦһࠃ࢛۠本෦
ʏ ࿇Ҫɹ໌ത ཧ事ݿদ信用金ߴ
ʏ ఱɹɹກ 組߹中ԝ金ߴݿদ支ళ

ৗۈ事 ɹণݪֿ  
ɹɹ事 新ࠤɹߞೋ 日本ެೝ会計࢜協会ࠃ࢛会ސ

ʏ ਫ୩ɹਖ਼༟ ݀ਧΤϯλーϓϥΠズސ
ɹɹސ ਖ਼ɹҰത 日本ۜߴߦদ支ళ

（平成29年7月31日現在）

会 長

専務理事

常務理事

常勤理事

常勤監事

総 務 部

総 務 企 画 課
・理事会・人事・研修
・企画・事業計画・広報
・経理・庶務

・創業、経営、再生支援
・経営指導
・保証後の管理
・期中管理業務の統括

・保証申し込みの処理
・申込人等の資格審査
・信用保証書の発行

・求償権の管理回収
・求償権の担保管理
・代位弁済・保険金請求

・電算事務処理の運用
・開発・諸統計の作成

・信用調査・保証審査
・金融相談・斡旋

・内部検査

情 報 管 理 課

審 査 課

経 営 支 援 課

保 証 事 務 課

管 理 課

保 証 部

経営支援部

検 査 室

管 理 部
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資	料	編
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˓ 業務αϚϦー

保証ਃࠐ （୯Ґɿ݅ɺඦສԁ）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
݅数 ���2 ��72 �1�� ���7 2���
金額 �20�7 �7��� �21�� �72�7 27�10

保証ঝ （୯Ґɿ݅ɺඦສԁ）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
݅数 ���1 ���0 �1�� ��0� 2�2�
金額 �10�� �71�� �1�0� ��7�� 27�22

保証ਃࠐऔফ （୯Ґɿ݅ɺඦສԁ）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
݅数 �� �� �2 2� ��
企業数 �� �� �2 2� ��
金額 ��0 ��� 2�� ��7 2�1

保証ޙऔফ （୯Ґɿ݅ɺඦສԁ）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
݅数 �1 �� 1� �2 �1
企業数 �0 �� 1� �1 �0
金額 ��� ��1 127 �11 2��

保証࠴務ߴ （୯Ґɿ݅ɺඦສԁ）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
݅数 1���7 17��7 1�07� 1���� 1�22�
企業数 ���2 ���� ���� 7�1� 7���
金額 1���00 12��1� 1077�2 ����2 ��0��

Ґหࡁ（ݩ利） （୯Ґɿ݅ɺඦສԁ）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

݅数 ��� 210 220 1�� 1�1

企業数 1�� 101 �� �� ��
金額 �27� 17�0 1�01 1�77 122�

ճ収 （୯Ґɿඦສԁ）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
金額 ��7 ��� ��� ��1 �0�
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˓ 金額別保証ঝ（平成28年度）
（単位：件、百万円）

۠ɹɹ ݅ɹ数 金ɹ額
 100ສԁҎԼ 2�� 2��
100ສԁ 200ສԁҎԼ �20 ���
200ສԁ 300ສԁҎԼ �07 11�1
300ສԁ 500ສԁҎԼ ��2 2��7
500ສԁ 1000ສԁҎԼ ��7 ��11
1000ສԁ 2000ສԁҎԼ ��7 ��1�
2000ສԁ 3000ສԁҎԼ 1�2 �12�
3000ສԁ 5000ສԁҎԼ 1�1 ����
5000ສԁ 8000ສԁҎԼ 2� 17��
8000ສԁ 1 ��

߹ɹɹ計 2�2� 27�22

	

8,000万円超
0.30％

5,000万円超
8,000万円以下
6.35％

3,000万円超
5,000万円以下
21.12％

2,000万円超
3,000万円以下
14.95％

1,000万円超
2,000万円以下
19.60％

500万円超
1,000万円以下
21.40％

500万円以下
16.28％

構成比（金額）

別保証ঝ（平成28年度）ؒظ ˓
（単位：件、百万円）

۠ɹɹ ݅ɹ数 金ɹ額
 3 Χ月Ҏ内 �1 ��1
3 Χ月 6 Χ月Ҏ内 �0 ���
6 Χ月 1年Ҏ内 �77 ����
1年 2年Ҏ内 �� 77�
2年 3年Ҏ内 17� �01
3年 4年Ҏ内 �� 2�0
4年 5年Ҏ内 1�2� ��27
5年 7年Ҏ内 �7� ���7
7年 10年Ҏ内 �2� ���1
10年 10 2�7

߹ɹɹ計 2�2� 27�22 	

10年超
0.86%

1年以内
20.97%

1年超3年以内
4.99%

3年超5年以内
35.03%

5年超7年以内
16.97%

7年超
10年以内
21.18%

構成比（金額）
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˓ 金融機関別保証ঝ（平成28年度）

（単位：件、百万円）
۠ɹɹ ݅ɹ数 金ɹ額

ߦۜࢢ 12 2��
方ۜߦ 1��2 1����
ୈೋۜ協Ճໍߦ ��0 ��1�
信用金ݿ ��� ��2�
信用組߹ �� �2�
ܥ金融機関 �� 70�
保険会ࣾ 0 0
ͦのଞの金融機関 0 0

߹ɹɹ計 2�2� 27�22 	

政府系金融機関　2.54%
信用組合　1.17%

都市銀行
1.06%

地方銀行
52.70%

第二地方銀行
19.26%

信用金庫
23.26%

構成比（金額）

˓ 金融機関別Ґหࡁ（平成28年度）

（単位：件、百万円）
۠ɹɹ ݅ɹ数 金ɹ額

ߦۜࢢ 1 �0
方ۜߦ �� ��7
ୈೋۜ協Ճໍߦ �� 2��
信用金ݿ �7 1��
信用組߹ � ��
ܥ金融機関 1 1�
保険会ࣾ 0 0
ͦのଞの金融機関 0 0

߹ɹɹ計 1�1 122� 	

政府系金融機関
1.53%

信用組合
3.87%

都市銀行
3.26%

地方銀行
54.26%第二地方銀行

21.79%

信用金庫
15.30%

構成比（金額）
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˓ 制度別保証ঝ（平成28年度） 

保ɹ証ɹ制ɹ度 金額（ඦສԁ） （ˋ）成ൺߏ
1 普通保証 ���� ���7�
2 経営安定融資（長期） �2�1 1��12
3 経済変動対策融資 �10� 11�2�
4 ステップアップ保証 210� 7��2
5 パワーアップ保証 1��0 ����

	

経済変動対策
融資保証

普通保証

その他

経営安定融資保証
（長期）

ステップアップ保証

パワーアップ保証

˓ 制度別Ґหࡁ（平成28年度）

保ɹ証ɹ制ɹ度 金額（ඦສԁ） （ˋ）成ൺߏ
1 経済変動対策融資 ��� ����1
2 普通保証 �0� 2��1�
3 経営安定融資（長期） 1�0 1����
4 地震対策緊急融資 �7 ����
5 中小企業再生支援融資 �1 ���2

	

経済変動対策融資保証
地震対策
緊急融資

普通保証

その他

経営安定融資保証
（長期）

中小企業
再生支援融資

˓ 制度別保証࠴務 （平成28年度）ߴ

保ɹ証ɹ制ɹ度 金額（ඦສԁ） （ˋ）成ൺߏ
1 経済変動対策融資 2��1� �0�12
2 普通保証 21��7 2��7�
3 経営安定融資（長期） 1�1�� 1����
4 ステップアップ保証 �1�� ����
5 景気対応緊急保証 2��7 ����

	

経済変動対策融資保証

ステップアップ保証

普通保証

その他
景気対応
緊急保証

経営安定融資保証
（長期）
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˓ 資金్別保証ঝ
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額

運 స �1�� �70�� �1�� ��02� 27�� 2�717 �177 �271� 2��2 2��02

ઃ 備 22� 1��� 2�� 1�1� 17� ��7 1�� 1��� 1�0 11��

運సઃ備 2�2 2�27 21� 27�� 1�� 20�� 2�� 2��� 202 20��

߹ 計 ���1 �10�� ���0 �71�� �1�� �1�0� ��0� ��7�� 2�2� 27�22

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（百万円）

28年度24年度 25年度 26年度 27年度

運転設備

設備

運転

˓ 資金్別保証࠴務ߴ
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額

運 స 1���� 12���2 1���1 1120�� 1�1�� ���77 1�0�� ��1�� 11��� 7��02

ઃ 備 117� ���� 11�1 �1�� 10�1 ���0 102� ���� ��7 ��0�

運సઃ備 10�� ��0� �2� 71�� ��� �1�� �2� �7�� 7�� ���0

߹ 計 1���7 1���00 17��7 12��1� 1�07� 1077�2 1���� ����2 1�22� ��0��

180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

（百万円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

運転設備

設備

運転
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˓ 資金్別Ґหࡁ（ݩ利計）
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額

運 స ��� �1�� 1�0 1��0 202 1��� 17� 127� 1�1 111�

ઃ 備 11 �2 � �� 10 2� � 11 � ��

運సઃ備 17 10� 11 7� � �7 7 �0 1� ��

߹ 計 ��� �27� 210 17�0 220 1�01 1�� 1�77 1�1 122�

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（百万円）

28年度24年度 25年度 26年度 27年度

運転設備

設備

運転
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˓ 業छ別保証利用ঢ়況（保証ঝ）
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額

業ɺྛ業 0� 0� 2� �� 1� �� 1� 2� �� ��

߭ 業 ・ ࠾
ੴ 業 ・ ࠭
利 ࠾ औ 業

�� ��� 10� 1��� �� �0� 7 122� �� 1���

ݐ ઃ 業 112�� 11���� �70� ����� 7��� 7�1�� ���� ����� 77�� �����

  業 77�� 10��1� �2�� 7�2�� ��0� �7�2� ���� 7�2�� �20� �1���

ి ؾ ・ Ψ
ε ・  ڙ
ਫಓ業・څ

�� 2�� �� ��� �� ��� �� ��� 1� 10�

情報௨信業 �7� �17� 2�� 1��� 1�� 17�� ��� �71� �2� 2���

運 ༌ 業 ɺ
༣ ศ 業 2��� ����� 21�� �1�7� 1��� 2��0� 172� 2��0� 1��� 21�2�

Է ച 業 ・
小 ച 業 1��7� 1����� 101�� ��1�� ���� ���0� �7�� �7��� 7�0� 71���

金 融 業 ・
保 険 業 12� �1� �� ��� �� ��� �� ��� 7� ���

ෆ動産業・
貸業 107� 122�� 7�� 77�� ��� �7�� ��� 11��� ��� 771�

学ज़ڀݚɺ
ઐ・ٕज़
α ー Ϗ ε

1��� �7�� 1��� 70�� 122� 7�1� 127� ��0� 11�� ����

॓ ധ 業 ɺ
ҿ ৯ α ー
Ϗ ε 業

2��� 1��0� 222� 1���� 1��� 122�� 21�� 1�2�� 21�� 1�2��

ੜ 活 関 ࿈
α ー Ϗ ε
業ɺָޘ業

��� 101�� �0� ���� ��� �17� 7�� ���� ��� �77�

ڭ ҭ ɺ 学
श 支 援 業 1�� �0�� 2�� 272� 1�� ��� 1�� 2��� 22� 1�1�

ҩྍɺࢱ 1��� 1���� 1�1� 1���� 10�� 11��� 1�1� 1��0� 12�� 1�01�

αーϏε業
（ ଞ に  ྨ
͞ Ε ͳ い ）

220� 20��� 1�1� 1�7�� 1�0� 10��� 1��� 1�7�� 1��� 11���

߹ 計 ���1� �10��� ���0� �71��� �1��� �1�0�� ��0�� ��7��� 2�2�� 27�22�

60,000

50,000

30,000

10,000

40,000

20,000

0

（百万円）

サービス業（他に分類されない）

医療、福祉

教育、学習支援業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス

不動産業・物品賃貸業

金融業・保険業

卸売業・小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業・採石業・砂利採取業

農業、林業

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
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˓ 業छ別保証利用ঢ়況（保証࠴務ߴ）
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額

業ɺྛ業 �� 11� 7� 11� 2� �� �� �� �� ��

߭ 業 ・ ࠾
ੴ 業 ・ ࠭
利 ࠾ औ 業

��� ��0� �7� �2�� ��� ���� ��� �11� �0� ����

ݐ ઃ 業 ��71� �0���� �07�� 2701�� �7��� 2�7��� ��7�� 2211�� �210� 1�����

  業 ����� �2�17� �1�7� 2�2��� 2���� 2�20�� 2�72� 21���� 21��� 1�2���

ి ؾ ・ Ψ
ε ・  ڙ
ਫಓ業・څ

�� 2�� 12� 72� 1�� 10�� 1�� 1��� 1�� �7�

情報௨信業 277� 1�2�� 2�7� 110�� 1��� �27� 1��� 7��� 1�0� 7�0�

運 ༌ 業 ɺ
༣ ศ 業 112�� 11���� 102�� �7��� ��1� ����� ���� 7���� 7��� ��12�

Է ച 業 ・
小 ച 業 �17�� ���0�� ��21� ��72�� ��71� 2����� ��71� 2���1� ����� 221���

金 融 業 ・
保 険 業 ��� �7� �0� �1� 2�� ��� 2�� ��� 22� ���

ෆ動産業・
貸業 ��2� �17�� ���� ��12� ���� �17�� �11� 2���� �77� 2����

学ज़ڀݚɺ
ઐ・ٕज़
α ー Ϗ ε

���� 2��7� ��0� 22�0� ���� 1�10� �2�� 20�1� ��2� 1�0��

॓ ധ 業 ɺ
ҿ ৯ α ー
Ϗ ε 業

11��� �0�7� 11�2� �77�� 10��� ��02� 11�1� ����� ���� �����

ੜ 活 関 ࿈
α ー Ϗ ε
業ɺָޘ業

�2�� �2�0� ���� 2�1�� ��2� 27�0� �72� 27��� �1�� 22���

ڭ ҭ ɺ 学
श 支 援 業 101� ��7� 10�� 7�7� �0� ���� 7�� ��7� 100� ����

ҩྍɺࢱ �71� �2�1� ���� ��0�� ���� ��01� ��0� ���7� ��7� �07��

αーϏε業
（ ଞ に  ྨ
͞ Ε ͳ い ）

�1�� ����� �2�� �7��� 7��� �0��� ���� ����� ��1� ��2��

߹ 計 1���7� 1���00� 17��7� 12��1�� 1�07�� 1077�2� 1����� ����2� 1�22�� ��0���

180,000

160,000

120,000

80,000

60,000

40,000

20,000

140,000

100,000

0

（百万円）

サービス業（他に分類されない）

医療、福祉

教育、学習支援業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス

不動産業・物品賃貸業

金融業・保険業

卸売業・小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業・採石業・砂利採取業

農業、林業

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
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˓ 業छ別保証利用ঢ়況（Ґหݩࡁ利）
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額

業ɺྛ業 1� 1� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0�

߭ 業 ・ ࠾
ੴ 業 ・ ࠭
利 ࠾ औ 業

0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0�

ݐ ઃ 業 �0� ��2� ��� ���� ��� 20�� 2�� 1��� 2�� 1���

  業 102� 11�2� �1� ���� ��� ��2� �2� ���� ��� ��0�

ి ؾ ・ Ψ
ε ・  ڙ
ਫಓ業・څ

0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0�

情報௨信業 2� �� �� 11� �� �0� 1� 1� 0� 0�

運 ༌ 業 ɺ
༣ ศ 業 �� 11� 17� 1�1� �� �1� 1� 1� �� �0�

Է ച 業 ・
小 ച 業 1�1� 1007� ��� �07� ��� 72�� �0� ���� �2� 2���

金 融 業 ・
保 険 業 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0�

ෆ動産業・
貸業 1� �� 0� 0� 1� �� �� 10�� 1� 71�

学ज़ڀݚɺ
ઐ・ٕज़
α ー Ϗ ε

2� 2�� 1� �� 0� 0� �� 1�� �� �2�

॓ ധ 業 ɺ
ҿ ৯ α ー
Ϗ ε 業

�1� �7� 2�� ��� 20� 101� 21� 1��� 11� 77�

ੜ 活 関 ࿈
α ー Ϗ ε
業ɺָޘ業

�� 12� �� ��� 7� 1�� �� �� 2� 2�

ڭ ҭ ɺ 学
श 支 援 業 0� 0� �� �2� �� �� 1� 1� 2� ��

ҩྍɺࢱ �� �2� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0�

αーϏε業
（ ଞ に  ྨ
͞ Ε ͳ い ）

22� 20�� �� ��� �� ��� 0� 0� 1� ���

߹ 計 ���� �27�� 210� 17�0� 220� 1�01� 1��� 1�77� 1�1� 122��

3,500

3,000

2,000

1,000

500

2,500

1,500

0

（百万円）

サービス業（他に分類されない）

医療、福祉

教育、学習支援業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス

不動産業・物品賃貸業

金融業・保険業

卸売業・小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業・採石業・砂利採取業

農業、林業

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
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˓ Ҭ別保証ঝ
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額

ߴ দ ࢢ 1�72� 22�22� 1���� 1���0� 12��� 1����� 1��� 1�7�7 12�1 1207�

ؙ ُ ࢢ ���� ��07� ���� ����� ���� ����� ��� �7�2 �1� 27��

ࡔ ग़ ࢢ 2��� ���0� 20�� 2�00� 1�0� 1��7� 1�� 1��� 1�0 17�1

ળ ௨ ࣉ ࢢ 11�� 11�1� 107� 11��� ��� 10�0� �� 7�1 �0 �02

؍ Ի ࣉ ࢢ ��0� �20�� �0�� 2���� �00� 27��� ��0 2�0� 2�� 2�7�

͞ ͵ ͖ ࢢ 2�2� 2���� 1��� 1�72� 1��� 1���� 1�1 11�2 12� 11��

౦か͕Θࢢ 1�2� 2022� 1�7� 1�12� 1��� 1��7� 11� 1�2� 11� 11��

ࡾ ๛ ࢢ ���� ����� 2��� 2�2�� 210� 207�� �2� �0�� 1�� 1���

 ঙ ொ 7�� �2�� 71� 7�0� 7�� �1�� 7� ��� �7 ��1

小 ౾ ౡ ொ 12�� 17�2� ��� 112�� �1� �7�� 10� 11�� 7� 7��

ࡾ  ொ 11�� 10��� ��� �10� �7� ���� �� �1� �� ���

 ౡ ொ 2�� 22�� 1�� 7�� �� ��� 20 1�� � ��

Ӊ ଟ  ொ ��� ��1� �0� ���� �7� ���� 70 ��� �1 �1�

ҁ 川 ொ �2� 100�� ��� �17� �1� �2�� 72 ��0 �� �2�

ۏ 平 ொ �7� �1�� ��� ��1� ��� �12� �7 �7� 27 2��

ଟ 度  ொ 7�� ��7� ��� ���� �2� �2�� 77 ��� �� �7�

まΜの͏ொ ��� ���� �2� �7�� �0� ���� �7 ��2 �2 �2�

߹ 計 ���1� �10��� ���0� �71��� �1��� �1�0�� ��0�� ��7��� 2�2�� 27�22�

多度津町
小豆島町
善通寺市

直島町
さぬき市

まんのう町
三木町
観音寺市

綾川町
三豊市
丸亀市

琴平町
土庄町
坂出市

東かがわ市
高松市

宇多津町

70,000

60,000

50,000

40,000

20,000

30,000

10,000

0

（百万円）

28年度24年度 25年度 26年度 27年度
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˓ Ҭ別保証࠴務ߴ
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額

ߴ দ ࢢ �2��� ����0� 77�1� ��0�2� 712�� ���2�� ���� ���00 ���7 �770�

ؙ ُ ࢢ 1�0�� 1�7�7� 17��� 12002� 1���� 10��0� 1��� 10010 1�1� ��0�

ࡔ ग़ ࢢ 11��� 1021�� 10��� �7��� �71� 71��� �11 ���1 �20 ��10

ળ ௨ ࣉ ࢢ �0�� ���2� ���� �0��� ���� 2�1�� �1� 2��0 ��1 1���

؍ Ի ࣉ ࢢ 1�0�� �7�2� 12�7� �700� 11��� 7710� 11�2 7��0 100� ��0�

͞ ͵ ͖ ࢢ ���� ���7� �22� ���0� 7��� �7��� ��� �0�� ��7 �2�7

౦か͕Θࢢ ��7� ���1� �1�� �1��� ���� ��7�� ��� ��11 �70 �1�1

ࡾ ๛ ࢢ 1���� �7��� 12��� ��2�� 111�� 7222� 10�� ���0 �0� �71�

 ঙ ொ �1�� 2�0�� �0�� 20��� 27�� 1�0�� 2�0 1��� 2�7 1���

小 ౾ ౡ ொ ���� �110� �0�� ����� ��2� �1�2� ��7 �0�2 ��� 2���

ࡾ  ொ ���� 27�2� ���� 2���� 2��� 1�1�� 277 1��� 272 1�00

 ౡ ொ �7� ��0� �0� ���� �1� 2��� �� 2�� �� 1�7

Ӊ ଟ  ொ 2�0� 17�2� 2��� 1�7�� 22�� 1�1�� 2�� 1�70 2�� 1�10

ҁ 川 ொ ���� 2722� �2�� 21�1� 2��� 17��� 2�2 1��1 2�� 1���

ۏ 平 ொ 2��� 2�22� 2��� 21��� 222� 17�7� 20� 1�21 1�� 1���

ଟ 度  ொ ��2� 21�7� ��0� 1���� 2��� 1727� 2�1 17�� 2�2 1��7

まΜの͏ொ 2��� 1���� 22�� 1��1� 211� 1��7� 1�7 11�� 1�� ���

߹ 計 1���7� 1���00� 17��7� 12��1�� 1�07�� 1077�2� 1����� ����2� 1�22�� ��0���

多度津町
小豆島町
善通寺市

直島町
さぬき市

まんのう町
三木町
観音寺市

綾川町
三豊市
丸亀市

琴平町
土庄町
坂出市

東かがわ市
高松市

宇多津町

160,000

140,000

120,000

100,000

60,000

80,000

40,000

20,000

0

（百万円）

28年度24年度 25年度 26年度 27年度
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˓ Ҭ別Ґหࡁ（ݩ利計）
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額 ݅数 金額

ߴ দ ࢢ 1��� 172�� 7�� 72�� 77� ��0� 112 ���� 70 �7��

ؙ ُ ࢢ 2�� 1��� 1�� �7� 27� 1�1� 21 �2� 1� �2�

ࡔ ग़ ࢢ 2�� 1�2� 12� 1��� 12� ��� 10 ��� � 17�

ળ ௨ ࣉ ࢢ �� ��� 1�� 101� 10� ��� � �� 1� �2�

؍ Ի ࣉ ࢢ 2�� �7�� 2�� 171� 22� 1��� � 1�� 17 12��

͞ ͵ ͖ ࢢ 11� �0� 17� 1�7� 12� 17�� � 12� 1� 120�

౦か͕Θࢢ �� �� �� ��� 1�� 100� � 7�� 2 ��

ࡾ ๛ ࢢ ��� 2��� �� ��� 1�� 72� 10 ��� 2 1��

 ঙ ொ �� ��� 7� ��� 0� 0� 1 2� 12 7��

小 ౾ ౡ ொ �� 10� 0� 0� �� 70� 2 �2� 2 1�

ࡾ  ொ 7� 2�� 7� ��� 1� �� � �� 2 1�

 ౡ ொ 0� 0� 0� 0� 0� 0� 0 0� 0 0�

Ӊ ଟ  ொ �� 20� �� 1�� �� ��� 0 0� 0 0�

ҁ 川 ொ 11� 12�� �� ��� 1� 1� 0 0� 2 ��

ۏ 平 ொ �� �� 1� 0� 12� ��� � ��� 2 12�

ଟ 度  ொ 17� 17�� 0� 0� 2� 1�� 1 1� � 10�

まΜの͏ொ �� 1�� �� 22� �� 1�� � ��� � 11�

߹ 計 ���� �27�� 210� 17�0� 220� 1�01� 1��� 1�77� 1�1� 122��

多度津町
小豆島町
善通寺市

直島町
さぬき市

まんのう町
三木町
観音寺市

綾川町
三豊市
丸亀市

琴平町
土庄町
坂出市

東かがわ市
高松市

宇多津町

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（百万円）

28年度24年度 25年度 26年度 27年度
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˓ ࡦ保証औ組࣮の推Ҡ（平成28年度）
（単位：件、百万円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

݅ɹ数 金ɹ額 ݅ɹ数 金ɹ額 ݅ɹ数 金ɹ額 ݅ɹ数 金ɹ額 ݅ɹ数 金ɹ額

業関࿈・業関࿈保証 ��� �11� ��� 1�0� �7� 17�� ��� 20�� ��� 1���

ྲྀ動資産୲保融資保証 ��� 10�1� ��� 1072� 2�� ���� 2�� �27� 1�� �2��

中小企業ಛఆࣾ࠴保証 �� 1��� 2� ��� 2� 112� 0� 0� 0� 0�

経営ྗ強化保証 1� �� 1�� 2��� ��� �1�� ��� 7��� 2�� 71��

事業࠶ੜ計画࣮ࢪ関࿈保証
（経営վળαϙート保証）

0� 0� 1�� 1��� ��� 1271� ��� 7��� �7� ����

 ࡦ 保 証 ߹ 計 10�� 1��1� 10�� 17�0� 21�� �0��� 17�� 2���� 1��� 207��

104
108

216

173

138

0

300

600

900

1,200

1,800

2,100

2,400

2,700

3,000

1,500

120

100

80

60

40

20

0

3,300
（百万円）

220

200

180

160

140

（件）

件数

24年度 25年度23年度 26年度 27年度

事業再生計画
実施関連保証
（経営改善サポート保証）

経営力
強化保証

中小企業
特定社債保証

流動資産
担保融資保証

創業関連・創業等
関連保証

˓ 協会ಠ自保証制度の࣮（平成28年度）
 （単位：件、百万円）

保 証 ঝ  ྦྷ 計 保 証 ࠴ 務  ߴ

݅ɹ数 ঝ額 ݅ɹ数 ߴɹ

ύワーΞッϓ保証 1�� ��0�� 1�� 2��2�

ίϥϘ͞͵͖保証 2� 720� 21 ����

άϩーΞッϓࠜ保証 �2 12�� 2� 72�

εςッϓΞッϓ保証 10�7 ��77� �01 �1���

経営αϙート保証 10 2�7� � 1���
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香川県信用保証協会ఆ
ୈ1ষ ૯ଇ
（目的）

第1条 本協会は、中小企業者等のために信用保証の業務を行い、もってこれらの者に対する金融の円
滑化を図ることを目的とする。

（໊শ）
第2条 本協会は、香川県信用保証協会という。

（事務ॴ）
第3条 本協会は、主たる事務所を高松市に置く。

（ఆの変ߋ）
第4条 この定款は、理事会の決議をもって変更することができる。

2 前項の決議は理事の 3分の 2以上の者の同意によって行わなければならない。

（ࠂެ）
第5条 本協会の公告は、本協会の掲示場に掲示して行い、且つ、高松市において発行する四国新聞に掲

載して行う。

ୈ2ষ 業務
（業務）

第6条 本協会は、第1条の目的を達するために左の業務を行う。 

(1) 中小企業者等が銀行その他の金融機関から資金の貸付け又は手形の割引を受けること等により金融
機関に対して負担する債務の保証 

(2) 中小企業者等の債務を銀行その他の金融機関が保証する場合における当該保証債務の保証 

(3) 銀行その他の金融機関が株式会社日本政策金融公庫の委託を受けて中小企業者等に対する貸付けを
行った場合、当該金融機関が中小企業者等の当該借入れによる債務を保証することとなる場合にお
けるその保証をしたこととなる債務の保証 

(4) 中小企業者が発行する社債（当該社債の発行が金融商品取引法 ( 昭和23年 法律 第25号 ) 第2条 
第3項に規定する有価証券の私募によるものに限り、社債、株式等の振替に関する法律 ( 平成13年
法律 第75号 ) 第66条 第1号に規定する短期社債を除く。）のうち銀行その他の金融機関が引き受
けるものに係る債務の保証 

(5) 前各号に掲げる業務に附随し、本協会の目的を達するために必要な業務

2 本協会は、前項の業務のほか、当該業務の遂行を妨げない限度において、次の業務を行う。 

(1) 前項各号の債務の保証をするに当たり行う当該債務の保証に係る中小企業者が発行する新株予約権
の引受け 

(2) 前項各号の債務の保証に基づき求償権を取得した場合における当該債務の保証に係る中小企業者に
係る次に掲げる業務

イ 債権管理回収業に関する特別措置法（平成10年 法律 第126号）第2条 第1項 第1号から第3号ま
でに掲げる債権（以下この号において「特定金銭債権」という。）、特定金銭債権を担保する保証契約に
基づく債権及び信用保証協会その他信用保証協会法施行令（昭和28年 政令 第271号）で定める者
が特定金銭債権を担保する保証契約に基づく債権に係る債務を履行した場合に取得する求償権並びに
これらの債権に類し又は密接に関連するものとして同施行令で定めるものの譲受け

ロ イの規定により譲り受けた債権の管理（当該債権の管理のために必要な一切の裁判上又は裁判外の行
為を含む。）

ハ イ及びロに掲げる業務に関連して必要な交渉及び調査並びに当該中小企業者に対する助言

(3) 投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成10年 法律 第90号）第2条 第2項に規定する投資
事業有限責任組合が行う中小企業者に対する投資事業（過大な債務を負っている中小企業者の事業
の再生を図るものに限る。）に必要な資金の出資 

(4) 前各号に掲げる業務に付随し、本協会の目的を達するために必要な業務
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3 本協会は、前項第2号イの規定により譲り受けた債権の回収に係る業務については、弁護士（弁護士法
人を含む。）を代理人とし、又は債権回収会社（債権管理回収業に関する特別措置法第2条第3項に規
定する債権回収会社をいう。）に委託するものとする。

4 この条において「中小企業者」とは、香川県内において、商業、工業、鉱業、運送業、サービス業その他
の事業を行う中小規模の事業者をいい、「中小企業者等」とは、中小企業者、香川県内に住所若しくは
居所を有する者又は同県内において勤労に従事する者をいう。

（保証࠴務のݶߴ࠷度）
第7条 本協会の保証債務額の最高限度は、基本財産並びに当該年度の出捐金及び次条に規定する金融

機関等負担金の合計額の 15倍とする。

2 前項における「保証債務額」とは、保証債務の総額に 10分の 3.0 を乗じて得た額とする。

ୈ3ষ 資産及び会計
（基本財産）

第8条 本協会は、組織変更による本協会成立のときにおける資産の総額を基本財産として管理する。

2 毎事業年度の決算における当該事業年度の収支の差額の剰余は、その 100分の 50 の範囲内で収支
差額変動準備金として繰り入れることができ、収支の差額の欠損は収支差額変動準備金をもって補て
んすることができるものとし、それらの繰り入れ又は補てん後の差額は当該事業年度末における基本
財産の増加又は減少とする。

3 出捐金は当該事業年度末の基本財産の増加とする。

4 本協会は、金融機関等負担金（第6条第1項に掲げる債務の保証をするための業務に係る資金に充て
るための負担金をいう。）を受入れ、これを基本財産に充てることができる。金融機関等負担金は、当
該事業年度末の基本財産の増加とする。

5 収支差額変動準備金は、これを取り崩し基本財産に充てることができる。この振替額は当該事業年度
末の基本財産の増加とする。

6 第2項から前項までに規定する場合を除くほか、本協会の基本財産は変更をしないものとする。

（事業年度）
第9条 本協会の事業年度は、4月1日から翌年3月31日までとする。

ୈ4ষ һ及びސ
（ఆ数）

第10条 本協会に役員として理事17人以内及び監事3人以内を置く。

（໋）
第11条 理事及び監事は、学識経験者のうちから香川県知事が任命する。

（ظ）
第12条 理事の任期は 3年、監事の任期は 2年とする。但し、理事及び監事は再任されることができる。

2 理事12人以下又は監事1人となったときは、遅滞なく、補欠の理事又は監事を定めなければならな
い。補欠の理事又は監事の任期は、前任者の残任期間とする。

3 任期の満了又は辞任に因って退任した理事又は監事は、新たに定められた理事又は監事が就任するま
でなおその職務を行なう。

（会ɺઐ務ཧ事ɺৗ務ཧ事）
第13条 理事のうちから会長1人、専務理事1人及び常務理事1人を互選する。

2 会長は、本協会を代表し、その業務を総理する。

3 専務理事は、本協会を代表し、会長を補佐して本協会の業務を処理し、会長に事故があるときはその職
務を行なう。

4 常務理事は、本協会を代表し、会長、専務理事を補佐して本協会の業務を処理し、会長、専務理事に事
故があるときはその職務を行なう。
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（ཧ事会）
第14条 理事会は理事をもって組織する。

第15条 本協会の業務は理事の全員をもって組織する理事会の決議により処理しなければならない。

第16条 理事会は会長が招集する。

2 理事の 3分の 1以上が会議の目的たる事項を示して会長に理事会の招集を請求したときは、会長はす
みやかに理事会を招集しなければならない。

3 理事会は、この定款に別段の定めある場合を除いて、理事の過半数が出席しなければ議事を開き議決
することができない。

4 理事会の議事は、この定款に別段の定めある場合を除いて、出席した理事の過半数の同意をもって決
する。

5 理事会の決議をなすべき場合において理事全員の同意があるときは、書面による決議をもって理事会
の決議に代えることができる。

6 前項の書面による決議には理事会の決議に関する規定を準用する。

7 決議の目的である事項につき、理事全員が書面をもって同意を表したときは、書面による決議があっ
たものとする。

（ސ）
第17条 本協会に顧問をおくことができる。

2 顧問は学識経験のある者のうちから理事会の議決を経て会長が委嘱する。

ୈ5ষ ߹ซ及びղࢄ
（߹ซ）

第18条 本協会は理事会の決議により合併することができる。

2 前項の決議は、理事の 3分の 2以上の者の同意によって行なわなければならない。

（ղࢄ事༝）
第19条 本協会は、次の事由によって解散する。 

(1) 理事会の決議 

(2) 合併 

(3) 破産手続開始の決定 

(4) 設立認可の取消し

2 前項第1号の決議には前条第2項の規定を準用する。

（ଐؼ༨財産の）
第20条 本協会が解散した場合において協会の債務を弁済してなお残余財産があるときは、これを協会

に対する資金その他の財産の出捐者に対し、出捐の額に応じ、且つ、その出捐の額を限度として
分配するものとする。

2 前項の規定による分配の結果なお残余財産があるときは、その財産は香川県に帰属する。

（ෟଇ）
この定款は、平成22年6月17日から施行する。

REPORT 2017　58







香
川
県
信
用
保
証
協
会

香
川
県
信
用
保
証
協
会
Ｒ
Ｅ
Ｐ
Ｏ
Ｒ
Ｔ 

２
０
１
６

発行：2017年10月 香川県信用保証協会

REPORT
香 川 県 信 用 保 証 協 会

2017




